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(57)【要約】
　物品に取り付けられた固定部分と、固定部分に連結さ
れ、かつ連続している連結部分と、固定部分と連結部分
との間に配置された折り目とを有する、使い捨て吸収物
品の締結具。締結具は、剥離テープを含まなくてもよい
。締結具は、物品に取り付けられている締結具の固定部
分の表面上に配置された接着剤を更に含み得、この接着
剤は、折り目によって形成された縁部を含む、固定部分
の各縁部からオフセットしており、オフセットの寸法は
本明細書に記載される。接着剤は、加工ライン上の吸収
性物品の組み立て中に塗布され得る。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　本体部分及び締結具を含む使い捨て吸収性物品であって、前記本体部分は、液体透過性
トップシートと、前記トップシートに接合された液体不透過性バックシートと、前記トッ
プシートと前記バックシートとの間に配置されたコアと、を含み、前記コアは実質的にセ
ルロースを含まず、前記締結具は、
　（ａ）前記物品に取り付けられた固定部分であって、接着剤が、前記物品に取り付けら
れる前記締結具の前記固定部分の表面上に配置されている、固定部分と、
　（ｂ）前記固定部分に接合され、かつ前記固定部分に連続している連結部分であって、
前記連結部分は、
　　（ｉ）遠位縁部と
　　（ｉｉ）締結面、及び前記締結面の反対側である結合面を有する締結部材であって、
前記締結面は、前記物品に対して剥離可能に締結可能である、締結部材と、
　　（ｉｉｉ）前記締結部材の前記結合面に取り付けられた裏材と、を含む、連結部分と
、
　（ｃ）前記固定部分と前記連結部分との間に配置された折り目と、
　を含み、
　前記接着剤は、前記本体部分と重なり合う前記固定部分の内側縁部及び外側縁部（ＣＤ
）のそれぞれからオフセットするように、前記締結具の前記固定部分上に配置される、物
品。
【請求項２】
　前記折り目と、前記本体部分の前記外側縁部が前記締結具と重なり合うところに形成さ
れた線との間の距離は、３ｍｍ以下、好ましくは１ｍｍ以下であり、より好ましくは、前
記折り目は、前記本体の前記外側縁部が前記締結具と重なり合うところに形成された前記
線と同じ位置である、請求項１に記載の物品。
【請求項３】
　前記締結具は、剥離テープを含まない、請求項１又は２に記載の物品。
【請求項４】
　前記締結具の固定部分が前記物品に取り付けられる前に、前記接着剤が、前記本体部分
に塗布される、請求項１～３のいずれか一項に記載の物品。
【請求項５】
　前記締結具の前記固定部分が前記本体部分に取り付けられる前に、前記接着剤が、前記
締結具の前記固定部分に塗布される、請求項１～３のいずれか一項に記載の物品。
【請求項６】
　前記接着剤は、感圧接着剤である、請求項１～５のいずれか一項に記載の物品。
【請求項７】
　前記締結具及び前記物品が機械的に互いに結合された後、前記接着剤は、一旦前記物品
に取り付けられて前記物品の前記本体部分と重なり合うであろう前記締結具の前記固定部
分の表面の２０％～９５％を被覆し、好ましくは７０％～９０％を被覆する、請求項１～
６のいずれか一項に記載の物品。
【請求項８】
　前記接着剤は、長方形形状のパッチ内に塗布される、請求項１～７のいずれか一項に記
載の物品。
【請求項９】
　前記接着剤が、パッチ内に塗布され、前記締結具の前縁部（ＭＤ）に近接する前記接着
剤パッチの部分は、実質的に直線の縁部を有し、前記実質的に直線の縁部は、前記締結具
の前記前縁部（ＭＤ）に対して実質的に平行であり、前記接着剤パッチの前記実質的に直
線の縁部は、前記締結具の前記前縁部（ＭＤ）から０．１ｍｍ～８ｍｍ、好ましくは０．
５ｍｍ～２ｍｍオフセットしている、請求項１～８のいずれか一項に記載の物品。
【請求項１０】
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　前記接着剤が、パッチ内に塗布され、前記締結具の後縁部（ＭＤ）に近接する前記接着
剤パッチの部分は、実質的に直線の縁部を有し、前記実質的に直線の縁部は、前記締結具
の前記後縁部（ＭＤ）に対して実質的に平行であり、前記接着剤パッチの前記実質的に直
線の縁部は、前記締結具の前記後縁部（ＭＤ）から０．１ｍｍ～８ｍｍ、好ましくは０．
５ｍｍ～２ｍｍオフセットしている、請求項１～９のいずれか一項に記載の物品。
【請求項１１】
　前記接着剤が、パッチ内に塗布され、前記締結具の前記折り目に近接する前記接着剤パ
ッチの部分は、実質的に直線の縁部を有し、前記実質的に直線の縁部は、前記締結具の前
縁部（ＭＤ）に対して実質的に垂直であり、前記接着剤パッチの前記実質的に直線の縁部
は、前記締結具の前記折り目から０．１ｍｍ～４ｍｍ、好ましくは０．５ｍｍ～１ｍｍオ
フセットしている、請求項１～１０のいずれか一項に記載の物品。
【請求項１２】
　前記接着剤が、パッチ内に塗布され、前記締結具の前記固定部分の前記内側縁部に近接
する前記接着剤パッチの部分は、実質的に直線の縁部を有し、前記実質的に直線の縁部は
、前記締結具の前縁部（ＭＤ）に対して実質的に垂直であり、前記接着剤パッチの前記実
質的に直線の縁部は、前記締結具の前記固定部分の前記内側縁部から０．１ｍｍ～４ｍｍ
、好ましくは０．５ｍｍ～１ｍｍオフセットしている、請求項１～１１のいずれか一項に
記載の物品。
【請求項１３】
　前記接着剤は、パッチ内に塗布され、前記締結具の前縁部（ＭＤ）に近接する前記接着
剤パッチの部分は、実質的に直線の縁部を有し、前記実質的に直線の縁部は、前記締結具
の前記前縁部（ＭＤ）に対して実質的に平行であり、前記接着剤パッチの前記実質的に直
線の縁部は、前記締結具の前記前縁部（ＭＤ）からオフセットしておらず、前記接着剤は
、パッチ内に塗布され、前記締結具の後縁部（ＭＤ）に近接する前記接着剤パッチの部分
は、実質的に直線の縁部を有し、前記実質的に直線の縁部は、前記締結具の前記後縁部（
ＭＤ）に実質的に平行であり、前記接着剤パッチの前記実質的に直線の縁部は、前記締結
具の前記後縁部（ＭＤ）からオフセットしていない、請求項１～８のいずれか一項に記載
の物品。
【請求項１４】
　前記接着剤は、加工ライン上の前記吸収性物品の組み立て中に、前記締結具の前記固定
部分に塗布される、請求項１～１３のいずれか一項に記載の物品。
【請求項１５】
　前記接着剤は、加工ライン上の前記吸収性物品の組み立て前に、前記締結具の前記固定
部分に塗布される、請求項１～１３のいずれか一項に記載の物品。
【請求項１６】
　前記物品は、おむつ、トレーニングパンツ、成人用失禁下着、女性用衛生製品からなる
群から選択され、好ましくは前記物品は、おむつである、請求項１～１５のいずれか一項
に記載の物品。
【請求項１７】
　使い捨て吸収性物品であって、
　（ａ）本体部分を有する吸収性物品を提供するプロセスであって、前記本体部分は、液
体透過性トップシートと、前記トップシートに接合された液体不透過性バックシートと、
前記トップシートと前記バックシートとの間に配置されたコアと、を含み、前記コアは実
質的にセルロースを含まず、前記本体部分は、接着剤を含まない第１表面を有する、吸収
性物品を提供するプロセスと、
　（ｂ）締結具を提供するプロセスであって、前記締結具は、（ｉ）前記物品に取り付け
可能な固定部分と、（ｉｉ）前記固定部分に接合され、かつ前記固定部分に連続している
連結部分であって、前記連結部分は、遠位縁部と、前記物品に対して剥離可能に締結可能
である締結面、及び前記締結面と反対側にある結合面を有する締結部材と、前記締結部材
の前記結合面に取り付けられた裏材と、を含む、連結部分と、（ｉｉｉ）前記固定部分と
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前記連結部分との間に配置された折り目と、を含み、前記固定部分は、接着剤を含まない
第１表面を有する、締結具を提供するプロセスと、
　（ｃ）接着剤を前記物品の前記本体部分、前記締結具の前記固定部分、又は両方に塗布
するプロセスであって、前記接着剤は、前記本体部分と重なり合うであろう前記固定部分
の内側縁部及び外側縁部（ＣＤ）のそれぞれからオフセットするように塗布される、接着
剤を塗布するプロセスと、
　（ｄ）前記固定部分及び前記本体部分が互いに重なり合うように、前記本体部分及び前
記締結具を定置するプロセスと、
　（ｅ）前記固定部分の第１表面と前記本体部分の第１表面とを互いに機械的に結合させ
るプロセスと、により得られることを特徴とする、物品。
【請求項１８】
　使い捨て吸収性物品を製造するプロセスであって、
　（ａ）本体部分を有する吸収性物品を提供するステップであって、前記本体部分は、液
体透過性トップシートと、前記トップシートに接合された液体不透過性バックシートと、
前記トップシートと前記バックシートとの間に配置されたコアと、を含み、前記コアは実
質的にセルロースを含まず、前記本体部分は、接着剤を含まない第１表面を有する、吸収
性物品を提供するステップと、
　（ｂ）締結具を提供するステップであって、前記締結具は、（ｉ）前記物品に取り付け
可能な固定部分と、（ｉｉ）前記固定部分に接合され、かつ前記固定部分に連続している
連結部分であって、前記連結部分は、遠位縁部と、前記物品に対して剥離可能に締結可能
である締結面、及び前記締結面と反対側にある結合面を有する締結部材と、前記締結部材
の前記結合面に取り付けられた裏材と、を含む、連結部分と、（ｉｉｉ）前記固定部分と
前記連結部分との間に配置された折り目と、を含み、前記固定部分は、接着剤を含まない
第１表面を有する、締結具を提供するステップと、
　（ｃ）接着剤を前記物品の前記本体部分、前記締結具の前記固定部分、又は両方に塗布
するステップであって、前記接着剤は、前記本体部分と重なり合うであろう前記固定部分
の内側縁部及び外側縁部（ＣＤ）のそれぞれからオフセットするように塗布される、接着
剤を塗布するステップと、
　（ｄ）前記固定部分及び前記本体部分が互いに重なり合うように、前記本体部分及び前
記締結具を定置するステップと、
　（ｅ）前記固定部分の前記第１表面と前記本体部分の前記第１表面とを互いに機械的に
結合させるステップと、を含むことを特徴とする、プロセス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、着用可能な吸収性物品と共に使用するための締結システムに関し、及びより
具体的には、着用者の周りのかかる物品のフィット性を改善し及び／又はかかる物品の製
造コストを削減する特定の締結テープを有する締結システムに関し、かかるシステムは、
再締結可能であり得る。
【背景技術】
【０００２】
　使い捨ての、おむつのような吸収性物品の角部を固定するために締結システムを用いる
ことが知られている。着用者がそのような物品を使用している間前記物品を着用者に着用
させておくための固定手段を提供するために、上記のようなシステムは用いられる。上記
のシステムが再締結可能な場合、介護者が汚物のチェックをできるように、使用中に前記
物品の位置を変えるために調節をすることが可能である。また、上記のような物品が使用
後に廃棄されるまで、前記物品とその汚れた内容物とを包んでおくための固定手段を提供
するために用いることも可能である。
【０００３】
　吸収性物品と共に使用するための典型的な締結システムは、締結テープ及びランディン
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グ部材（また、ランディング領域として既知）を有し得る。締結テープは、吸収性物品の
腰部区域の前部又は後部のいずれか内の本体部分の長手方向縁部上に直接的に又は間接的
に配置され得る。使用中、締結テープは、ランディング部材上に固定され得、このランデ
ィング部材は、締結テープの反対側の吸収性物品の本体部分の前部又は後部の上に配置さ
れる。再締結可能システムは、例えば、ランディング部材上に配置されたループに剥離可
能に係合する、締結テープ上のフックを備え得、この逆もあり得る。フィット性を改善す
るために、ランディング部材領域内のループに係合しない締結テープの端部は、弾性／伸
縮性部材（耳部）の一方の端部に取り付けられ得、及び弾性／伸縮性部材の他方の端部は
、吸収性物品の本体部分の長手方向縁部に固定され得る。
【０００４】
　おむつなどの吸収性物品の製造は、典型的には機械的組み立てラインを採用し、機械的
組み立てラインでは、様々な吸収性物品の構成要素が、直線状のプロセスに供給され、そ
れにより、各工程は前工程の上に構築される。かかる組み立てラインは、しばしば「加工
機」と呼ばれる。部分的な吸収性物品が、加工機の最終端に向かって進むにつれ、より複
雑になり、ラインの最終端までに全ての必要な部品が必要に応じて提供され配置されるこ
とにより、完全に組み立てられた吸収性物品を生産する。プロセスは、典型的には自動化
され、様々なコンピュータプログラム及び／又は必要に応じて人間の操作者によって制御
され得る。採算に合う吸収性物品を製造するために、かかる加工ラインは、連続する物品
間で良好な再現性及び一貫性を保ちながら高速動作が可能でなければならない。採算性に
影響を与える２つの要素は、吸収性物品の構成要素の性質、及び、完全に組み立てられた
吸収性物品を形成するために、吸収性物品の構成要素を他の構成要素に取り付ける方法と
、各吸収性物品の構成要素の材料コストである。
【０００５】
　発明者は、加工ラインに供給される前に接着剤が既にコーティングされた状態で組み立
てラインに供給される従来の締結テープが、典型的に、テープが接続されることになる耳
部と重なり合うテープの全ての部分を接着剤が被覆し、この配置に関連して一定のコスト
がかかることを観察した。接着剤が、連続的にオンラインで塗布されるとき、接着剤塗布
点及び使用点との間に大きな物理的間隔がある場合にライン停止する間に、接着剤の特性
は変化し得る。また、接着剤は、入ってくるテープウェブを個々のテープへと切り離すの
に使用するナイフを汚染する傾向があり得る。更に１つのコストの要因は、接着剤が露出
されているために、典型的にこのような配置と組み合わせた剥離テープを使用する必要が
あるからである。感圧接着剤がオンラインで塗布される場合、使い捨て物品のための加工
機に一般的に存在する構造用接着剤の設備に加えて、高価で場所をとる装置が感圧接着剤
を製品上に送達するために更に必要であり得る。
【０００６】
　よいフィット性を達成するため及び／又は製造コストを下げるための試みは、これまで
も行われてきたが、これらを超える改善が必要である。例えば、米国特許第５，０１９，
０６５号（Ｓｃｒｉｐｐｓ）は、フックアンドループなどの機械的機構を、テープタブを
吸収性物品の本体部分に固定する露出した接着剤と組み合わせて側部密閉部を提供し、及
び更に吸収性物品を使い捨て構成に固定する締結テープを開示する。露出した接着剤は、
好ましくは感圧性接着剤であり、及び剥離テープは剥離可能性を達成するために採用され
得る。米国特許第５，０５３，０２８号（Ｚｏｉａ等）において、同様な締結システムが
開示されており、露出した接着剤としての感圧接着剤の使用、及び剥離テープの使用の両
方を確実に必要とする。更に、国際公開第２０１２／１２９４２８Ａ１号（Ｂｏｇａｅｒ
ｔｓ等）は、テープ表面の特定の領域に接着剤が存在し、他の部分には接着剤が存在しな
いパターン化された接着剤を有する締結テープを、剥離テープと組み合わせて開示する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】米国特許第５，０１９，０６５号



(6) JP 2016-506835 A 2016.3.7

10

20

30

40

50

【特許文献２】米国特許第５，０５３，０２８号
【特許文献３】国際公開第２０１２／１２９４２８Ａ１号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　一般的に、感圧接着剤を使用することは、事前に製造され、加工機にロールで供給され
るテープタブの在庫を制限し得るか、又は、吸収性物品加工機で見られる典型的な構造用
接着剤を増加するための高価で複雑な接着剤の分配装置の設置を必要とするかのどちらか
である。一般的に、剥離テープが存在することにより、このような機構を省いた締結シス
テムと対比して、製造プロセスに対する複雑さ及びコストが増すことになる。そのため、
吸収性物品の着用者に改善されたフィット性を提供し、及び／又はかかる物品の製造コス
トを軽減する締結システムが必要とされている。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　物品に取り付けられた固定部分と、固定部分に連結され、かつ連続している連結部分と
、固定部分と連結部分との間に配置された折り目とを有する、使い捨て吸収物品の締結具
。締結具は、剥離テープを含まなくてもよい。締結具は、物品に取り付けられている締結
具の固定部分の表面上に配置された接着剤を更に含み得、この接着剤は、折り目によって
形成された縁部を含む、固定部分の各縁部からオフセットしており、オフセットの寸法は
本明細書に記載される。接着剤は、加工ライン上の吸収性物品の組み立て中に塗布され得
る。締結具は、吸収性物品の着用者に改善されたフィット性を提供し、及び／又はかかる
物品の製造コストを軽減する。
【００１０】
　一実施形態では、本体部分及び締結具を含む使い捨て吸収性物品であって、本体部分は
、液体透過性トップシートと、トップシートに接合された液体不透過性バックシートと、
トップシートとバックシートとの間に配置されたコアと、を含み、コアは実質的にセルロ
ースを含まず、締結具は、物品に取り付けられた固定部分であって、接着剤が、物品に取
り付けられた締結具の固定部分の表面上に配置されている、固定部分と、固定部分に接合
され、かつ固定部分に連続している連結部分であって、連結部分は、遠位縁部、締結面及
び締結面の反対側である結合面を有する締結部材であって、締結面は、物品に対して剥離
可能に締結可能である、締結部材と、締結部材の結合面に取り付けられた裏材と、を含む
、連結部分と、固定部分と連結部分との間に配置された折り目と、を含み、接着剤は、本
体部分と重なり合う固定部分の内側縁部及び外側縁部（ＣＤ）のそれぞれからオフセット
するように、締結具の固定部分上に配置される、使い捨て吸収性物品。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】おむつの平面図である。
【図２】図１の断面線２－２に沿って取られた、図１に示されるおむつの断面図である。
【図３】吸収性コア層の部分断面図である。
【図４】吸収性コア層の部分断面図である。
【図５Ａ】本明細書に記載される第１吸収性コア層と第２吸収性コア層との組み合わせを
含む吸収性コアの部分断面図である。
【図５Ｂ】本明細書に記載される第１吸収性コア層と第２吸収性コア層との組み合わせを
含む吸収性コアの部分断面図である。
【図６Ａ】図１のおむつの右上隅部の断面図であり、この図は、「開」位置にある締結具
の一実施形態を図示している。
【図６Ｂ】「閉」位置にある、図６Ａの締結具の断面図である。
【図６Ｃ】図６Ａの締結具の平面図である。
【図６Ｄ】図６Ａの締結具の別の実施形態の平面図である。
【図７】本明細書に記載の試験方法による、引張り強度試験の装置内に定置された状態の
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サンプルの正面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　用語の定義
　本開示を理解する上で、以下の用語の説明が有用であり得る。
【００１３】
　「吸収性物品」とは、身体排出物を吸収して閉じ込める装置のことを指し、より詳細に
は、着用者の身体に接して又は近接して置かれることによって、身体から排出される様々
な排出物を吸収して閉じ込める装置のことを指す。吸収性物品としては、おむつ、トレー
ニングパンツ、成人用失禁下着、女性用衛生製品、胸パッド、ケアマット、よだれ掛け、
創傷包帯製品、及び同種のものを挙げることができる。本明細書で使用するところの用語
「体液」又は「身体排出物」としては、これらに限定されるものではないが、尿、血液、
膣排出物、母乳、汗及び糞便が挙げられる。
【００１４】
　「吸収性コア」は、吸収性物品が受け取った液体を吸収し封入するために、吸収性物品
のトップシートとバックシートとの間に配置され得る構造体を意味し、１つ又は２つ以上
の基材と、１つ又は２つ以上の基材上に配置された吸収性ポリマー材料と、吸収性粒子状
ポリマー材料を１つ又は２つ以上の基材上に固定化するための、吸収性粒子状ポリマー材
料上及び１つ又は２つ以上の基材の少なくとも一部分上の熱可塑性組成物とを含んでもよ
い。多層吸収性コアでは、吸収性コアはまたカバー層も含んでもよい。１つ又は２つ以上
の基材及びカバー層は、不織布を備えてもよい。更に、吸収性コアは、実質的にセルロー
スを含まなくてもよい。吸収性コアには、吸収性物品の獲得システム、トップシート、又
はバックシートは含まれない。
【００１５】
　「吸収性ポリマー材料」、「吸収性ゲル材料」、「ＡＧＭ」、「超吸収体」、及び「超
吸収性材料」は、互換的に使用され、遠心分離保持容量試験（エダナ（Edana）４４１．
２－０１）を使用して測定したときに、０．９％食塩水溶液をその重量の少なくとも５倍
吸収可能な架橋された高分子材料を指す。
【００１６】
　「吸収性粒子状ポリマー材料」は、乾燥状態で流動性を有する微粒子状形態である吸収
性ポリマー材料を意味する。
【００１７】
　「吸収性微粒子ポリマー材料領域」は、第１の基材及び第２の基材が多数の超吸収性微
粒子によって隔てられたコアの領域を意味する。この領域の外側には、第１の基材６４と
第２の基材との間に幾つかの外部超吸収性微粒子が存在してもよい。
【００１８】
　「活性化」とは、歯と溝との噛み合いによって発生する引張り歪みによって中間のウェ
ブ部分を延伸又は伸長する任意のプロセスを意味する。こうしたプロセスは、通気性フィ
ルム、伸縮性複合材料、孔あき材料及びテクスチャ加工材料などの多くの物品の製造にお
いて有用であることが分かっている。不織布では、延伸によって繊維再配向、繊維のデニ
ール及び／又は断面の変化、坪量の低下、及び／又は中間ウェブ部分の制御された繊維破
壊が生じ得る。一般的な活性化方法としては、例えば、前記技術分野ではリングロール加
工として知られるプロセスがある。
【００１９】
　「エアフェルト」とは、粉砕木材パルプを意味し、粉砕木材パルプとはセルロース繊維
の１つの形態である。
【００２０】
　「坪量」とは、単位面積当たりの乾燥繊維材料の質量、即ち、単位面積当たりの乾燥シ
ートの質量、例えば、１平方メートル当たりのグラム数（ｇｓｍ）を意味する。
【００２１】
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　「身体に面する表面」及び「身体に面する側」は、吸収性物品の表面及び／又はその構
成要素であって、前記吸収性物品が着用された際に着用者の身体に面するものを指す。更
に、「衣類に面する表面」及び「衣類に面する側」という用語は、吸収性物品の表面及び
／又はその構成要素であって、前記吸収性物品が着用された際に、着用者の身体とは逆を
向いているものを指す。吸収性物品と、トップシート、バックシート、吸収性コアを含む
その構成要素と、その構成要素のあらゆる個々の材料とは、身体に面する表面及び／又は
側面、及び衣類に面する表面及び／又は側面を有する。
【００２２】
　「バイコンポーネント繊維」は、別個の押出成形機から押し出されるが共に紡糸されて
１つの繊維を形成する、少なくとも２つの異なるポリマーから形成された繊維を意味する
。バイコンポーネント繊維は、複合繊維又は多要素繊維と呼ばれることもある。各ポリマ
ーは、バイコンポーネント繊維の断面においてほぼ位置が一定した異なる領域に配され、
バイコンポーネント繊維の長さに沿って連続的に延びる。そのようなバイコンポーネント
繊維の構成は、例えば、１つのポリマーが別のポリマーにより包囲されたシース／コア配
置とするか、又はサイドバイサイド配置、パイ型配置、又は「海島型」配置とすることが
できる。
【００２３】
　「含む（comprise）」、「含んでいる（comprising）」、及び「備える（comprises）
」は非限定的な用語であり、それぞれの語の後に記載されるもの（例えば構成要素）の存
在を特定するものであるが、他の特徴（例えば要素、工程、前記技術分野において既知で
あるか、又は本明細書に開示される構成要素）の存在を除外するものではない。
【００２４】
　「本質的に～からなる」とは、請求項におけるもののような発明の主題を、材料又は工
程、並びに前記主題の基本的及び新しい特徴に実質的に影響しないものに限定するのに使
用される。
【００２５】
　「使い捨て式の」とは、その通常の意味において、様々な期間にわたって、限定された
使用回数、例えば約２０回未満、約１０回未満、約５回未満、又は約２回未満の後に処分
又は廃棄される物品を意味するものとして使用される。
【００２６】
　「おむつ」とは、幼児及び失禁症状のある人が着用者の腰部及び脚部を取り巻くように
、胴体下部の周りに一般に着用し、具体的には、尿及び糞便を受容し及び封じ込めるよう
に適合された吸収性物品を意味する。本明細書で使用するとき、用語「おむつ」は、以下
で定義されている「パンツ」も包含する。
【００２７】
　「繊維」及び「フィラメント」は、同じ意味で使用される。
【００２８】
　「フィルム」は、１つ以上のポリマーで形成される材料の皮膚様又は膜様の層を意味し
、統合されたポリマー繊維及び／又は他の繊維のウェブ様構造から主に構成される形態を
有しない。
【００２９】
　締結具の形状に関する「内側に」及びその形態は、開放遠位端部から最も遠い、又は開
放遠位端から離れる方向を意味する。
【００３０】
　「接合した」という用語は、要素を他の要素に直接付着させることによりその要素が他
の要素に直接固定される構成と、一つの要素を中間部材に付着させて、次に中間部材を他
の要素に付着させることにより、その要素が他の要素に間接的に固定される構成とを包含
するよう意図されている。
【００３１】
　「長手方向」は、物品が平らに延ばされた非収縮状態のときに吸収性物品の腰部縁部か
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ら長手方向に対向する腰部縁部まで、又は２つ折りにされた物品では、腰部縁部から股部
の底部（即ち、折り目）まで、実質的に垂直に走る方向を意味する。長手方向から４５°
以内の方向は、「長手方向」であると見なされる。「横方向」とは、物品の長手方向に延
びる側縁部から、横方向に対向する長手方向に延びる側縁部まで、長手方向にほぼ垂直に
走る方向を意味する。横方向の４５度以内の方向は「横方向」であると見なされる。
【００３２】
　「機械方向」（ＭＤ）は、プロセスを貫流する材料の方向を意味する。加えて、材料の
相対的配置及び動きは、プロセスの上流からプロセスの下流へと、プロセス全体で機械方
向に流れるものとして記述され得る。「横断方向」（ＣＤ）は、本明細書において、機械
方向に対してほぼ垂直な方向を意味する。ウェブに関して「Ｚ方向」は、機械方向及び横
断方向寸法に沿ってウェブによって近似される平面に対して、概ね直交又は垂直を意味す
る。
【００３３】
　「不織布」は、一方向に又は不規則に配向され、摩擦及び／又は粘着及び／又は接着に
より固着された繊維の、人造シート、ウェブ、又はバットであるが、紙と、縫うかどうか
を問わず、織られた、編まれた、房状の、糸若しくはフィラメントの結合を組み込んでス
テッチボンドされた、又は湿式ミリングによるフェルト加工された製品と、を除く。繊維
は、天然由来のものであっても人工由来のものであってもよく、ステープル繊維若しくは
連続フィラメントであっても、又はその場で形成されたものであってもよい。市販の繊維
は、約０．００１ｍｍ未満～約０．２ｍｍを上回る範囲の直径を有し、幾つかの異なる形
態、すなわち、短繊維（ステープル又は細断繊維として知られる）、連続単繊維（フィラ
メント又はモノフィラメント）、撚り合わせていない連続フィラメントの束（タウ糸）、
及び連続フィラメントの撚り束（編み糸）として提供されている。不織布繊維は、メルト
ブロー法、スパンボンド法、溶剤紡糸法、静電紡糸法、及びカード法等、多くのプロセス
によって形成することができる。不織布繊維の坪量は、通常、一平方メートル当たりのグ
ラム（ｇｓｍ）で表される。
【００３４】
　締結部材の形状に関する「外側に」及びその形態は、開放遠位端部において、又は開放
遠位端部に向かう方向を意味する。
【００３５】
　「パンツ」又は「トレーニングパンツ」は、乳児又は成人の着用者に合わせて設計され
た腰部開口部と脚部開口部とを有する使い捨て衣類を指す。パンツは、着用者の脚を脚部
開口部に挿入し、パンツを着用者の胴体下部の周囲にまでずらすことによって着用者に対
して定位置に置くことができる。パンツは、再締結可能な及び／又は再締結不可能な結合
（例えば、縫い目、溶接、接着剤、粘着結合、締結具など）を使用する物品の一部分の相
互接合を含むが、これらに限定されない好適な任意の技術により予備成形されてもよい。
パンツは、物品の外周に沿った任意の位置において予備成形することができる（例えば、
側面固定、前腰部固定）。用語「パンツ（単数又は複数）」が本明細書では使用されるが
、パンツは、一般に「密閉型おむつ」、「事前締結型おむつ」、「プルオン型おむつ」、
「トレーニングパンツ」、及び「おむつパンツ」とも呼ばれる。好適なパンツは、１９９
３年９月２１日にＨａｓｓｅ等に発行された、米国特許第５，２４６，４３３号、１９９
６年１０月２９日にＢｕｅｌｌ等に発行された米国特許第５，５６９，２３４号、２００
０年９月１９日にＡｓｈｔｏｎに発行された米国特許第６，１２０，４８７号、２０００
年９月１９日にＪｏｈｎｓｏｎ等に発行された、米国特許番号第６，１２０，４８９号、
１９９０年７月１０日にＶａｎ　Ｇｏｍｐｅｌ等に発行された、米国特許番号第４，９４
０，４６４号、１９９２年３月３日にＮｏｍｕｒａ等に発行された、米国特許番号５，０
９２，８６１号、２００２年６月１３日に出願された、米国特許出願番号第２００３／０
２３３０８２　Ａ１号、表題「Ｈｉｇｈｌｙ　Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　Ａｎｄ　Ｌｏｗ　Ｄｅ
ｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｆａｓｔｅｎｉｎｇ　Ｄｅｖｉｃｅ」、１９９９年４月２７日にＫ
ｌｉｎｅ等に発行された、米国特許番号第５，８９７，５４５号、１９９９年９月２８日



(10) JP 2016-506835 A 2016.3.7

10

20

30

40

50

にＫｌｉｎｅ等に発行された米国特許第５，９５７，９０８号に開示されている。
【００３６】
　「感圧性接着剤」は、接着剤が塗布された基材を吸収性物品構成要素などの他の基材又
は対象物に接続するために、圧力が適用されるときに接着する、自己接着性接着剤である
。この接着は、溶剤を導入する又は溶剤を加熱して相変化を起こさせることを必要とせず
に生じる。相変化の要件で、感圧接着剤と、活性化させるために相変化が必要なホットメ
ルト接着剤とに分かれる。感圧接着剤の接着は、接着剤を液体化する相変化を起こさせる
であろう温度未満まで温めることにより高められ得る。
【００３７】
　「剥離不織布」とは、ベース不織布と、ベース不織布に緩く結合された繊維面とを有す
る不織布のことを指す。ベース不織布は、表面繊維を取り除いた場合、引張り強度の約７
０％以上を通常維持する。
【００３８】
　「実質的にセルロースを含まない」とは、１０重量％未満のセルロース繊維、５重量％
未満のセルロース繊維、１重量％未満のセルロース繊維を含有する、セルロース繊維を含
有しない、又は微量を超えたセルロース繊維を含有しない、吸収性コアなどの物品を意味
する。ごく微量のセルロース材料は、吸収性コアの薄さ、可撓性、又は吸収性に大きく影
響することはない。
【００３９】
　「実質的に連続的に分布した」は、吸収性微粒子ポリマー材料領域内において、第１の
基材６４及び第２の基材７２が多数の超吸収性微粒子によって隔てられていることを示す
。吸収性粒子状ポリマー材料領域内において、第１の基材６４と第２の基材７２との間に
小さな偶発接触領域が存在してもよいことが認められる。第１の基材６４と第２の基材７
２との間にある偶然接触領域は、意図的であっても意図的でなくてもよい（例えば、製造
過程で人為的に発生したもの）が、枕状体、ポケット、管、キルトパターンなどのような
幾何学的配列を形成しない。
【００４０】
　「引張り強度」は、本明細書に記載される引張り強度測定方法によって測定されたとき
の、引張破損前の材料が耐えるであろう最大引張力（ピーク力）を指す。
【００４１】
　「熱可塑性接着剤材料」は、乾燥した状態及び濡れた状態の両方において超吸収性材料
を不動化する目的で超吸収性材料に塗布され、繊維が形成されるポリマー組成物を含むも
のと解される。本開示の熱可塑性接着剤材料は、超吸収性材料を覆って繊維性網状組織を
形成する。
【００４２】
　「厚さ」及び「キャリパー」は、本明細書において同じ意味で使用される。
【００４３】
　実施形態によっては、吸収性物品はおむつである。便宜上、例示的な吸収性物品は、お
むつを参照して説明される。当業者は、他の吸収性物品も、トップシート及び本明細書に
開示される関連部品で組み立てることができることを理解するであろう。
【００４４】
　図１は、おむつ１０が広げた非収縮状態（弾性による収縮がない）で示された平面図で
あり、おむつ１０の一部は、おむつ１０の下部構造をより明瞭に示すために、切り取られ
ている。着用者に接触するおむつ１０の部分は、図１において観察者の方を向いている。
おむつ１０は一般に、シャーシ１２と、シャーシ内に配置される吸収性コア１４と、を備
えていてもよい。
【００４５】
　図１のおむつ１０のシャーシ１２は、液体透過性であり得るトップシート１８、及び／
又は液体不透過性であり得るバックシート２０を含む、外側カバー１６を含んでもよい。
吸収性コア１４は、トップシート１８とバックシート２０との間に包まれていてもよい。
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シャーシ１２は、サイドパネル２２、弾性レッグカフ２４、及び腰部弾性機能部２６を更
に含んでもよい。
【００４６】
　レッグカフ２４及び腰部弾性機能部２６はそれぞれ、弾性部材２８を含み得る。おむつ
１０の１つの末端部は、おむつ１０の第１の腰部区域３０として構成されてもよい。おむ
つ１０の反対側の末端部は、おむつ１０の第２の腰部区域３２として構成されてもよい。
おむつ１０の中間部分は、股部区域３４として構成されてもよく、これは、第１の腰部区
域３０と第２の腰部区域３２との間を長手方向に延びている。腰部区域３０及び３２は、
着用者のウエストの周りでギャザーを寄せてフィット性及び封入性を改善するように、弾
性要素を包含してもよい（腰部弾性機能部２６）。股部区域３４は、おむつ１０が装着さ
れるとき、着用者の脚部の間に概ね存在する、おむつ１０の上記部分である。
【００４７】
　おむつ１０は、長手方向軸３６及び横方向軸３８を有するものとして、図１に表される
。おむつ１０の外周４０は、長手方向縁部４２がおむつ１０の長手方向軸３６にほぼ平行
に延び、終縁部４４がおむつ１０の横断方向軸線３８にほぼ平行に長手方向縁部４２の間
を延びる、おむつ１０の外側縁部によって画定される。シャーシ１２は、少なくとも１つ
の締結具４６、及び所望により少なくとも１つの格納されたランディング領域４８を含み
得る締結システムを更に含み得る。一実施形態では、締結具４６は、バックシート２０に
直接締結され得る。
【００４８】
　また、おむつ２０は前記技術分野において既知のその他の機構（前及び後耳パネル、ウ
エストキャップ機構、弾性体などを包含する）を含み、フィット性、封入性、審美特性を
向上させてもよい。このような追加的な特徴は、米国特許第３，８６０，００３号、及び
同第５，１５１，０９２号に記載される。
【００４９】
　おむつ１０を着用者の周囲の所定位置に保つために、少なくとも第１腰部区域３０の一
部分は、締結具４６によって少なくとも第２の腰部区域３２の一部分に取り付けられ、脚
部開口部及び物品腰部開口部を形成し得る。締結するとき、締結システムが物品の腰部周
辺の引張荷重を伝達する。締結システムは、部品のユーザが、締結具４６などの締結シス
テムの１つの要素を保持し、第１腰部区域３０を第２腰部区域３２に少なくとも２つの場
所において接続することを可能にし得る。これは、締結システムの要素間の結合強度を操
作することによって実現することができる。
【００５０】
　締結具４６は、第１腰部区域３０に再締結可能に接続されるように適合される。そのた
め、締結具４６は、様々な種類の再締結可能な係合可能の締結具、及び様々な種類の再締
結可能な締結構造体を含み得る。例えば、締結具４６は、フックアンドループ締結具、フ
ックアンドフック締結具、マクロ締結具、ボタン、スナップ、タブスロット式締結具、テ
ープ式締結具、接着式締結具、粘着式締結具、磁気式締結具、及び雄雌式締結具などの形
式の、機械的締結具を含んでもよい。締結システム及び／又は締結用構成要素のいくつか
の例が、米国特許第３，８４８，５９４号、同第４，６６２，８７５号、同第４，８４６
，８１５号、同第４，８９４，０６０号、同第４，９４６，５２７号、同第５，１５１，
０９２号、同第５，２２１，２７４号、同第６，２５１，０９７号、同第６，６６９，６
１８号、及び同第６，４３２，０９８号、並びに米国特許公開第２００７／００７８４２
７号及び同第２００７／００９３７６９号に論じられている。
【００５１】
　いくつかの実施形態によると、おむつ１０は、再閉止可能な締結システムを備えること
が可能であり、あるいは、パンツ型おむつの形態で提供され得る。吸収性物品がおむつで
ある場合、おむつを着用者に固定するために、シャーシに接合した再閉止可能な締結シス
テムを含むことが可能である。吸収性物品がパンツ型おむつである場合、物品は、シャー
シに、また互いに接合された少なくとも２つのサイドパネルを含んで、パンツを形成する
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ことが可能である。締結システム及びその任意の構成要素は、プラスチック、フィルム、
発泡体、不織布、織布、紙、積層体、繊維強化プラスチックなど、又はこれらの組み合わ
せを含む（ただしこれらに限られない）、こうした用途に適した任意の材料を含み得る。
特定の実施形態では、締結システムを構成する材料は、可撓性材料であり得る。こうした
可撓性により、締結システムを身体の形状に適合させることができるため、締結システム
が着用者の皮膚を刺激したり傷つけたりする可能性を低減させることができる。
【００５２】
　トップシート１８、バックシート２０、及び吸収性コア１４は、例えば、米国特許第５
，５５４，１４５号、第５，５６９，２３４号、及び第６，００４，３０６号に一般的に
記載されるような、様々な構成で組み立てられてもよい。使い捨て吸収性物品を構築及び
構成するための、おむつを組み立てる方法は、前記技術分野において既知の従来の技術を
含む。例えば、バックシート及び／又はトップシートは、接着剤の均一な連続層、接着剤
の模様付き層、又は接着剤の別個の線、螺旋、又は点の配列により、吸収性コアに結合さ
せるか、又は互いに結合させることができる。良好であると見出されている接着剤は、Ｈ
．Ｂ．Ｆｕｌｌｅｒ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮ）から商標名ＨＬ－１２５
８又はＨ－２０３１で製造されている。
【００５３】
　いくつかの実施形態では、図１のトップシート１８は、全体的に又は部分的に弾性を持
たせてもよく、あるいは収縮してトップシート１８と吸収性コア１４との間に空間を提供
してもよい。弾性のある又は収縮されたトップシートを含む代表的な構造体が、米国特許
第５，０３７，４１６号及び同第５，２６９，７７５号により詳細に記載されている。
【００５４】
　バックシート２６は、トップシート１８に接合されてもよい。バックシート２０は、吸
収性コア１４に吸収され、おむつ１０内に収容される排出物が、ベッドシーツ及び下着な
どの、おむつ１０に接触する可能性があるその他の外部物品を汚すのを防いでもよい。特
定の実施形態では、バックシート２６は、液体（例えば、尿）に対して実質的に不透過性
であってもよく、不織布の積層体及び約０．０１２ｍｍ（０．５ミル）～約０．０５１ｍ
ｍ（２．０ミル）の厚さを有する熱可塑性フィルムのような、薄いプラスチックフィルム
を含んでもよい。好適なバックシートフィルムとしては、インディアナ州テレ・ホート（
Terre Haute）のトレデガー・インダストリーズ社（Tredegar Industries Inc.）によっ
て製造され、商品名Ｘ１５３０６、Ｘ１０９６２、及びＸ１０９６４として販売されてい
るものが挙げられる。他の好適なバックシート材料としては、蒸気をおむつ１０から逃が
しつつも、なお液体排出物がバックシート１０を通過するのを防止する通気性材料を挙げ
てもよい。代表的な通気性材料としては、織布ウェブ、不織ウェブ、フィルムコーティン
グ不織ウェブなどの複合材料、並びにエスポアール（ESPOIR）ＮＯの呼称で日本の三井東
圧株式会社（Mitsui Toatsu Co.）により製造されているミクロ孔質フィルム及びエグザ
イア（EXXAIRE）の名称でテキサス州ベイシティー（Ｂａｙ　Ｃｉｔｙ，テキサス州）の
エクソンケミカル社（EXXON Chemical Co.）により製造されているようなミクロ孔質フィ
ルムなどの材料を挙げることができる。ポリマーブレンドを含む、適した通気性複合材料
は、名称ハイトレル（HYTREL）ブレンドＰ１８－３０９７として、クロペイ社（Clopay C
orporation）（オハイオ州シンシナティ（Cincinnati, OH））から入手可能である。この
ような通気性複合材料は、１９９５年６月２２日公開のＰＣＴ出願第ＷＯ　９５／１６７
４６号（Ｅ．Ｉ．ＤｕＰｏｎｔの名において）に詳しく記載される。不織布ウェブ及び孔
形成フィルムを含む他の通気性バックシートは、米国特許第５，５７１，０９６号に記載
されている。
【００５５】
　図２は、図１の線２－２で取られたおむつの断面図である。図２に示されるように、ト
ップシート１８は、内部の身体に面する表面を画定してもよく、バックシートは、おむつ
１０の外側の衣類に面する表面を画定してもよい。更に吸収性コア１４はトップシートと
バックシートとの間に位置付けられてもよい。おむつ１０は、液体透過性トップシート１
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８と吸収性コア１４の着用者に面する側との間に配置される獲得システム５０を含んでも
よい。獲得システム５０は、吸収性コアと直接接触していてよい。獲得システム５０（ま
た、本明細書においては液体獲得層５０とも称される）は、着用者の皮膚の方を向く上方
獲得層５２（本明細書においてはまた、第１獲得層５２とも称される）などの単一又は多
数の層、及び着用者の衣類の方を向く下方獲得層５４（本明細書においては、第２獲得層
５４とも称される）などの、単一層、又は多層を含み得る。いくつかの実施形態では、獲
得システム５０は、尿の噴出など、急増する液体を受け取るように機能してもよい。換言
すれば、獲得システム５０は、吸収性コア１４が液体を吸収できるまで液体の一時的リザ
ーバとしての機能を果たしてもよい。
【００５６】
　いくつかの実施形態において、獲得システム５０は、化学的に架橋したセルロース繊維
を含み得る。このような架橋されたセルロース繊維は、所望の吸収特性を有し得る。化学
的に架橋されたセルロース繊維の一例が、米国特許第５，１３７，５３７号に開示されて
いる。特定の実施形態では、化学的に架橋されたセルロース繊維は、グルコース単位に基
づいて、０．５モル％～１０．０モル％のＣ２～Ｃ９ポリカルボン酸架橋剤で、又は１．
５モル％～６．０モル％のＣ２～Ｃ９ポリカルボン酸架橋剤で架橋される。クエン酸は代
表的な架橋剤の１つである。いくつかの実施形態においては、ポリアクリル酸が使用され
得る。更に、いくつかの実施形態によると、架橋されたセルロース繊維は、２５～６０、
又は２８～５０、又は３０～４５の保水値を有する。保水値を決定するための方法は、米
国特許第５，１３７，５３７号に開示されている。いくつかの実施形態によると、架橋さ
れたセルロース繊維は、捲縮されるか、撚り合わされるか、又はカールされてもよく、あ
るいは、捲縮、撚り合わせ、及びカールを包含するそれらの組み合わせであってもよい。
【００５７】
　いくつかの実施形態において、上方獲得層５２及び下方獲得層５４の一方又は両方が、
親水性であり得る、不織布を含み得る。更に、いくつかの実施形態によると、上方獲得層
５２及び下方獲得層５４の一方又は両方が化学的に架橋されたセルロース繊維を含んでも
よく、これらセルロース繊維は不織布材料の一部を形成しても形成しなくてもよい。いく
つかの実施形態によると、上方獲得層５２は、架橋されたセルロース繊維を有さない不織
布を含んでもよく、下方獲得層５４は、化学的に架橋されたセルロース繊維を含んでもよ
い。更にいくつかの実施形態によると、下方獲得層５４は、天然又は合成高分子繊維など
の他の繊維と混合された、化学的に架橋されたセルロース繊維を含んでもよい。いくつか
の実施形態によれば、このような他の天然又は合成ポリマー繊維としては、表面積の大き
な繊維、熱可塑性結合繊維、ポリエチレン繊維、ポリプロピレン繊維、ＰＥＴ繊維、レー
ヨン繊維、リオセル繊維、及びこれらの混合物を挙げることができる。いくつかの実施形
態によると、下方獲得層５４が、ある全乾燥重量を有するとして、架橋されたセルロース
繊維は、上方獲得層において乾燥重量基準で下方獲得層５４の３０重量％～９５重量％の
量で存在しており、また、その他の天然又は合成高分子繊維は、下方獲得層５４において
乾燥重量基準で下方獲得層５４の７０重量％～５重量％の量で存在している。別の実施形
態によれば、架橋されたセルロース繊維は、乾燥重量基準で下方獲得層５４の８０重量％
～９０重量％の量で第１獲得層中に存在し、他の天然又は合成ポリマー繊維は、乾燥重量
基準で下方獲得層５４の２０重量％～１０重量％の量で下方獲得層５４中に存在する。
【００５８】
　例えば、いくつかの実施形態では、下方獲得層５４は、７０重量％の化学的に架橋され
たセルロース繊維、１０重量％のポリエステル（ＰＥＴ）、及び２０重量％の未処理のパ
ルプ繊維を含んでもよい。他の実施形態によると、下方獲得層５４は、７０重量％の化学
的に架橋されたセルロース繊維、２０重量％のリオセル繊維、及び１０重量％のＰＥＴ繊
維を含んでもよい。更に他の実施形態によると、下方獲得層５４は、６８重量％の化学的
に架橋されたセルロース繊維、１６重量％の未処理のパルプ繊維、及び１６重量％のＰＥ
Ｔ繊維を含んでもよい。ある１つの実施形態では、下部捕捉層５４は、９０～１００重量
％の化学的に架橋されたセルロース繊維を含んでもよい。
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【００５９】
　上方獲得層５２及び下方獲得層５４のための好適な不織布材料としては、スパンボンド
層、メルトブロー層、及び更なる別のスパンボンド層を含む、ＳＭＳ材料が挙げられるが
、これらに限定されない。特定の実施形態では、永久的に親水性の不織布、特に、耐久的
に親水性コーティングされた不織布が望ましい。別の好適な実施形態は、ＳＭＭＳ構造を
含む。特定の実施形態では、不織布は多孔質である。
【００６０】
　特定の実施形態において、好適な不織布材料には、ＰＥ、ＰＥＴ及びＰＰなどの合成繊
維が挙げられるがこれらに限定されない。不織布製造のために使用されるポリマーは、本
来疎水性であってもよく、これは親水性コーティングによりコーティングされ得る。耐久
的に親水性のコーティングを有する不織布を製造するための１つの方法は、同時係属中の
米国特許出願公開第２００５／０１５９７２０号に記載されているように、親水性モノマ
ー及びラジカル重合反応開始剤を不織布上に塗布し、紫外線で活性化して重合を起こすこ
とによって、不織布の表面に化学結合したモノマーを生成させるものである。耐久性のあ
るコーティングを有する不織布を製造するために別の方法は、米国特許第７，１１２，６
２１号、及びＰＣＴ特許出願公開第ＷＯ　０２／０６４８７７号に記載される、親水性ナ
ノ粒子で、不織布をコーティングするものである。
【００６１】
　ナノ粒子は、７５０ｎｍ未満の最大寸法を有し得る。２～７５０ｎｍの範囲の寸法を有
するナノ粒子が経済的に製造され得る。いくつかのナノ粒子は、水溶液中で容易に分散し
て、不織布上にコーティング塗布可能であり、透明なコーティングを形成し、水溶液から
塗布されたコーティングは、水への曝露に対して十分に耐久性があり得る。ナノ粒子は、
有機又は無機、合成又は天然であってよい。無機ナノ粒子は、一般に酸化物、ケイ酸塩、
及び／又は、炭酸塩として存在する。好適なナノ粒子の典型例は、層状粘土鉱物（例えば
、Ｓｏｕｔｈｅｒｎ　Ｃｌａｙ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ，Ｉｎｃ．（米国）からのラポナイト
（商標））、及びベーマイトアルミナ（例えば、Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｓａｓ
ｏｌ．Ｉｎｃ．からのディスペラルＰ２（商標））である。いくつかのの実施形態による
と、好適なナノ粒子コーティングされた不織布は、米国特許公開第２００４／０１５８２
１２Ａ１号に開示されるものである。
【００６２】
　他の不織布は、米国特許第６，６４５，５６９号、同第６，８６３，９３３号、及び同
第７，１１２，６２１号、加えて、米国特許出願公開第２００３／０１４８６８４Ａ１号
、及び同第２００５／０００８８３９Ａ１号に記載されている。
【００６３】
　場合によっては、不織布表面は、ナノ粒子コーティングを塗布する前に、高エネルギー
処理（コロナ、プラズマ）によって前処理され得る。高エネルギーの前処理は、典型的に
は低表面エネルギー表面（ＰＰなど）の表面エネルギーを一時的に増大させ、その結果、
水中のナノ粒子の分散による不織布のより良好な濡れを可能にする。
【００６４】
　恒久的に親水性の不織布は、吸収性物品の他の部分において使用され得る。例えば、い
くつかの実施形態では、上記のような永久的に親水性の不織布を含むトップシート及び吸
収性コア層が使用され得る。
【００６５】
　いくつかの実施形態によれば、上方獲得層５２は、外部圧力が加えられて取り除かれる
と良好な回復をもたらす材料を含んでもよい。更に、いくつかの実施形態によると、上方
獲得層５２は、例えば、上述した種類の高分子繊維から選択される、異なる繊維のブレン
ドを含んでもよい。いくつかの実施形態では、繊維の少なくとも一部分は、螺旋形状を有
するスパイラル捲縮を呈してもよい。いくつかの実施形態では、上方獲得層５２は、程度
若しくは種類のうち一方、又は両方の異なる捲縮を有する繊維を含んでもよい。例えば、
実施形態は、１ｃｍ当たり約３～約４．７クリンプ／ｃｍ（約１インチ当たり８～約１２
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クリンプ（ｃｐｉ））、又は約３．５～約４クリンプ／ｃｍ（約９～約１０ｃｐｉ）を有
する繊維と、約２～約３クリンプ／ｃｍ（約４～約８ｃｐｉ）、又は約２～約３クリンプ
／ｃｍ（約５～約７ｃｐｉ）を有する他の繊維との組み合わせを含み得る。異なる種類の
捲縮としては、２Ｄ捲縮又は「平らな捲縮」、及び３Ｄ又はスパイラル捲縮が挙げられる
が、これらに限定されない。いくつかの実施形態によると、上記繊維には、通常は第１及
び第２の高分子材料である異なる材料からそれぞれの個別の繊維がなっている、バイコン
ポーネント繊維を包含してもよい。
【００６６】
　特定の実施形態では、上方獲得層５２は、ラテックス結合剤、例えば、スチレン－ブタ
ジエンラテックス結合剤（ＳＢラテックス）によって安定化されてもよい。そのようなラ
テックスを得るための方法は例えば、欧州特許出願公開第ＥＰ　０１４９８８０Ａ２号、
及び米国特許出願公開第２００３／０１０５１９０号によるものが既知である。いくつか
の実施形態では、結合剤は、約１２重量％、約１４重量％、又は約１６重量％を超えて上
方獲得層５２に存在していてもよい。ある実施形態のために、ＳＢラテックスは、商標名
ＧＥＮＦＬＯ（商標）３１６０（ＯＭＮＯＶＡ　Ｓｏｌｕｔｉｏｎｓ　Ｉｎｃ．オハイオ
州アクロン（Akron））により入手可能である。
【００６７】
　図１～４、５Ａ及び５Ｂに示されるような、吸収性コア１４は、トップシート１８とバ
ックシート２０との間に配置され得るだけでなく、第１吸収性層６０及び第２吸収性層６
２の、２つの層を含み得る。図３に最もよく示されるように、吸収性コア１４の第１吸収
層６０は、基材６４と、基材６４上の吸収性粒子状ポリマー材料６６と、第１基材６４上
の吸収性粒子状ポリマー材料６６を覆い不動化するための接着剤としての、吸収性粒子状
ポリマー材料６６上及び第１基材６４の少なくとも一部上の熱可塑性組成物６８とを含む
。図４に例示された別の実施形態によると、吸収性コア１４の第１吸収層６０はまた、熱
可塑性組成物６８上の被覆層７０を包含してもよい。
【００６８】
　図２に図示されるように、吸収性コア１４の第２吸収性層６２は、基材７２と、第２基
材７２上の吸収性微粒子ポリマー材料７４と、第２基材７２上の吸収性微粒子ポリマー材
料７４を不動化するための、吸収性微粒子ポリマー材料７４上及び第２基材７２の少なく
とも一部の上の熱可塑性組成物６６と、を含むことが可能である。図示されていないが、
第２吸収層６２もまた、図４に例示された被覆層７０のような被覆層を包含してもよい。
【００６９】
　第１吸収層６０の基材６４はダスティング層と呼ばれることがあり、おむつ１０のバッ
クシート２０に面する第１表面７８と、吸収性粒子状ポリマー材料６６に面する第２表面
８０とを有する。第２吸収層６２の基材７２はコアカバーと呼ばれることがあり、おむつ
１０のトップシート１８に面する第１表面８２と、吸収性粒子状ポリマー材料７４に面す
る第２表面８４とを有する。第１の基材６４及び第２の基材７２は、外周の周辺部で接着
剤により互いに接着されて、吸収性微粒子ポリマー材料６６及び７４を吸収性コア１４内
に保持するための包みを、吸収性微粒子ポリマー材料６６及び７４の周りに形成すること
が可能である。
【００７０】
　いくつかの実施形態において、第１吸収層６０及び第２吸収層６２の基材６４、及び基
材７２は、上記の不織布材料のような、不織布材料であってもよい。いくつかの実施形態
において、不織布は多孔質であり、約３２マイクロメートルの孔径を有してもよい。
【００７１】
　現在市販されている吸収性コアの大半は、吸収性材料として、吸収性ゲル材料（ＡＧＭ
）とも称される、粒子状の超吸収性ポリマー（ＳＡＰ）を有する粉砕木材パルプのブレン
ドを含む（例えば、米国特許第５，１５１，０９２号（Ｂｕｅｌｌ）を参照のこと）。吸
収性材料として本質的にＳＡＰからなるコア（いわゆる「エアフェルトを含まない」コア
）を有する吸収性物品もまた提案されてきた（国際公開第２００８／１５５６９９号（Ｈ
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ｕｎｄｏｒｆ）、同第９５／１１６５２号（Ｔａｎｚｅｒ）、同第２０１２／０５２１７
２号（Ｖａｎ　Ｍａｌｄｅｒｅｎ）を参照のこと）。スリット又は溝部を備える吸収性コ
アもまた、典型的にコアの流体獲得特性を増強するために、又は折り目ガイドとしての役
割をするために提案されてきた。
【００７２】
　国際公開第２０１２／１７０７７８号（Ｒｏｓａｔｉ等、更に同第２０１２／１７０７
７９号、同第２０１２／１７０７８１号、及び同２０１２／１７０８０８号も参照のこと
）は、超吸収体ポリマーと、所望によりセルロース系材料と、実施的に長手方向に延びる
少なくとも一対のチャネルとを有する吸収性構造を開示している。コアラップは、チャネ
ルを介して接着剤結合されてチャネル結合を形成し得、その一体性は、乾燥状態及び湿潤
状態のいずれにおいても少なくとも部分的に維持され得る。吸収性構造体が液体を吸収し
膨張すると、吸収性構造体は、３次元形状になり、チャネルは可視化する。チャネルは、
吸収性構造体の使用全般において、改善されたフィット性及び／若しくは液体のより良い
獲得／移送、並びに／又は改善された性能を提供するために必要である。
【００７３】
　図５Ａ及び５Ｂに示されるように、第１の層６０及び第２の層６２が組み合わされて、
吸収性コア１４を形成する。吸収性コア１４は、吸収性粒子状ポリマー材料領域（図示せ
ず）を有する。吸収性粒子状ポリマー材料領域の範囲及び形状は、吸収性コア１４の所望
の用途、及び組み込まれ得る特定の吸収性物品に応じて、様々であってよい。しかしなが
ら、いくつかの実施形態では、吸収性粒子状ポリマー材料領域は、吸収性コア１４の実質
的に全体にわたって延びる。いくつかの実施形態では、吸収性粒子状ポリマー材料６６及
び７４は、吸収性粒子状ポリマー材料領域全体にわたって実質的に連続して分布する。
【００７４】
　吸収性コア１４内に存在する吸収性微粒子ポリマー材料６６及び吸収性微粒子ポリマー
材料７４の量は、様々であり得るが、ある実施形態では、吸収性コアの約８０重量％を超
える、又は吸収性コアの８５重量％を超える、又は吸収性コアの９０重量％を超える、又
はコアの９５重量％を超える量で、吸収性コア内に存在する。いくつかの実施形態では、
吸収性コア１４は、第１基材６４、及び第２基材７２、吸収性粒子状ポリマー材料６６及
び７４、並びに熱可塑性接着剤組成物６８及び７６によって基本的に構成される。いくつ
かの実施形態では、吸収性コア１４は、実質的にセルロースを含まなくてもよい。
【００７５】
　吸収性粒子状ポリマー材料領域は、着用時の快適性を増大するために吸収性物品の股部
領域中で比較的狭い幅を有してもよい。故に、吸収性粒子状ポリマー材料領域は、吸収性
物品の前縁部及び後縁部まで等間隔に位置する横断方向線に沿って測定したとき、約１０
０ｍｍ、９０ｍｍ、８０ｍｍ、７０ｍｍ、６０ｍｍ未満、又は更に約５０ｍｍ未満の幅を
有してもよい。
【００７６】
　おむつなど、いくつかの吸収性物品において、着用者の液状排泄物は、主におむつの前
方半分において生じ得る。したがって、吸収性コア１４の前側半分は、コアの吸収能力の
大部分を占めるべきである。それ故、特定の実施形態によると、前記吸収性コア１４の前
側半分は、超吸収性材料の約６０％超、又は超吸収性材料の約６５％、７０％、７５％、
８０％、８５％、又は９０％超を含んでもよい。
【００７７】
　特定の実施形態では、吸収性コア１４は、一般的に圧縮性であり、適合性があり、着用
者の皮膚に刺激がなく、かつ尿及び他の特定の身体排出物などの液体を吸収し保持するこ
とのできる、あらゆる吸収性材料を更に含んでもよい。このような実施形態では、吸収性
コア１４は、一般にエアフェルトと呼ばれる粉砕木材パルプ、捲縮セルロース塊、コフォ
ームを包含するメルトブローポリマー、化学的に剛化、変性、若しくは架橋されたセルロ
ース繊維、ティッシュラップとティッシュ積層体とを包含するティッシュ、吸収性フォー
ム、吸収性スポンジ、又は他のあらゆる既知の吸収性材料若しくは材料の組み合わせなど
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、使い捨ておむつ及び他の吸収性物品において一般に使用される多種多様の液体吸収性材
料を含んでもよい。吸収性コア１４は、少量（通常約１０％未満）の材料、例えば、接着
剤、ワックス、油などを更に含んでもよい。吸収性アセンブリとして使用するための代表
的な吸収性構造は、米国特許第４，６１０，６７８号、同第４，８３４，７３５号、同第
４，８８８，２３１号、同第５，２６０，３４５号、同第５，３８７，２０７号、同第５
，３９７，３１６号、及び同第５，６２５，２２２号に記載されている。
【００７８】
　熱可塑性接着剤材料６８及び７６は、吸収性粒子状ポリマー材料６６及び７４を覆い、
少なくとも部分的に不動化するのに役立ち得る。いくつかの実施形態では、熱可塑性接着
剤材料６８及び熱可塑性接着剤材料７６は、吸収性粒子状ポリマー材料６６及び吸収性粒
子状ポリマー材料７４内で前記ポリマー間に本質的に均一に配置され得る。いくつかの実
施形態では、熱可塑性接着剤材料６８及び熱可塑性接着剤材料７６は、吸収性粒子状ポリ
マー材料６６及び吸収性粒子状ポリマー材料７４と少なくとも部分的に接触しており、第
１吸収層６０及び第２吸収層６２の基材層６４及び基材層７２と部分的に接触している、
繊維性層として提供されてもよい。図３及び４は、このような構造体を示しており、この
構造体において、吸収性粒子状ポリマー材料６６及び７４は、不連続な層として提供され
、また繊維性熱可塑性接着剤材料６８及び繊維性熱可塑性接着剤材料７６の層は、吸収性
粒子状ポリマー材料６６及び７４の層の上に置かれ、その結果、熱可塑性接着剤材料６８
及び熱可塑性接着剤材料７６は、吸収性粒子状ポリマー材料６６及び７４と直接接触して
いるが、基材６４の第２表面８０及び基材７２の第２表面８４とも直接接触しており、基
材は、吸収性粒子状ポリマー材料６６及び７４によって覆われていない。このことは、そ
れ自体が本質的に長さ方向及び幅方向の寸法に比べて比較的小さい厚さの二次元構造体で
ある熱可塑性接着剤材料６８及び７６の繊維性層に、本質的に三次元の構造を付与する。
換言すれば、熱可塑性接着剤材料６８及び７６は、吸収性粒子状ポリマー材料６８及び７
６、並びに基材６４及び基材７２の第２表面の間で波状である。
【００７９】
　これにより、熱可塑性接着剤材料６８及び７６は、吸収性粒子状ポリマー材料６６及び
７４を覆うための空洞を提供することができ、これにより、この材料を不動化する。更な
る態様では、熱可塑性接着剤材料６８及び７６は、基材６４及び７２に結合し、その結果
、吸収性粒子状ポリマー材料６６及び７４を基材６４及び７２に固着させる。したがって
、いくつかの実施形態により、熱可塑性接着材料６８及び７６は、湿潤した際に、吸収性
粒子状ポリマー材料６６及び７４を不動化する。いくつかの熱可塑性接着剤材料はまた、
吸収性粒子状ポリマー材料６６及び７４並びに基材６４及び７２の両方に浸透し、その結
果、更なる不動化及び固着をもたらす。勿論、本明細書に開示される熱可塑性接着剤材料
は、湿潤不動化（即ち、物品が濡れた状態であるとき又は少なくとも部分的に負荷された
ときの吸収性材料の不動化）を大きく改善する一方、これらの熱可塑性接着剤材料は、吸
収性コア１４が乾燥状態であるときにも吸収性材料を非常に良好に不動化する。熱可塑性
接着剤材料６８及び７６は、ホットメルト接着剤と呼ばれることもある。
【００８０】
　特定の実施形態によると、熱可塑性接着剤材料６８及び熱可塑性接着剤材料７６は、Ａ
ＳＴＭ法Ｄ－３６－９５「環球法（Ring and Ball）」によって決定されるように、摂氏
５０度～３００度の範囲の軟化点を有する単一熱可塑性ポリマー又は熱可塑性ポリマーの
ブレンドをそっくりそのまま含んでもよく、又は別の方法としては、熱可塑性接着剤材料
は、粘着付与樹脂、可塑剤、及び酸化防止剤などの添加剤などの他の熱可塑性希釈剤と組
み合わせた少なくとも１つの熱可塑性ポリマーを含む、ホットメルト接着剤であってもよ
い。特定の実施形態において、熱可塑性ポリマーは、１０，０００分子量超（Ｍｗ）、及
び一般的に室温未満、又は摂氏－６度より高く１６度より低いガラス転移温度（Ｔｇ）を
有してもよい。いくつかの実施形態において、ホットメルト内におけるポリマーの典型的
な濃度は、約２０重量％～約４０重量％の範囲内にある。ある実施形態では、熱可塑性ポ
リマーは水の影響を受けないものでよい。例示的なポリマーは、Ａ－Ｂ－Ａ三元ブロック



(18) JP 2016-506835 A 2016.3.7

10

20

30

40

50

構造、Ａ－Ｂ二元ブロック構造、及び（Ａ－Ｂ）ｎ放射状ブロックコポリマー構造を含む
（スチレン）ブロックコポリマーであり、ただしＡブロックは、一般的にポリスチレンか
らなる非エラストマーポリマーブロックであり、Ｂブロックは不飽和共役ジエン又はその
（部分）水素添加物である。Ｂブロックは典型的には、イソプレン、ブタジエン、エチレ
ン／ブチレン（水素添加ブタジエン）、エチレン／プロピレン（水素添加イソプレン）、
及びこれらの混合物である。
【００８１】
　使用してもよい他の好適な熱可塑性ポリマーは、シングルサイト触媒又はメタロセン触
媒を使用して調製されるエチレンポリマーである，メタロセンポリオレフィンである。そ
の場合、少なくとも１種類のコモノマーをエチレンと重合して、コポリマー、ターポリマ
ー、又はより高次のポリマーを調製することができる。同様に適用可能なものは、Ｃ２～
Ｃ８のαオレフィンのホモポリマー、コポリマー、又はターポリマーである、非晶質ポリ
オレフィン又は非晶質ポリαオレフィン（ＡＰＡＯ）である。
【００８２】
　例示的な実施形態では、粘着付与樹脂は、５，０００未満のＭｗ、及び通常は室温より
も高いＴｇを有し得、ホットメルト中の一般的な樹脂濃度は約３０～約６０％の範囲であ
り、可塑剤は典型的には１，０００未満の低Ｍｗ及び室温よりも低いＴｇを有し、一般的
な濃度は約０～約１５％である。
【００８３】
　特定の実施形態では、熱可塑性接着剤材料６８及び７６は、繊維の形態で存在する。い
くつかの実施形態では、繊維は、約１～約５０マイクロメートル又は約１～約３５マイク
ロメートルの平均厚さ、及び約５ｍｍ～約５０ｍｍ、又は約５ｍｍ～約３０ｍｍの平均長
さを有し得る。基材６４及び７２に対する、又は任意の他の層、特に任意の他の不織布層
に対する熱可塑性接着剤材料６８及び７６の接着性を改善するためには、このような層は
、補助接着剤により前処理されてもよい。
【００８４】
　吸収性コア１４はまた、図面に例示されていない補助接着剤を含んでもよい。吸収性微
粒子ポリマー材料６６及び７４の適用前に、各基材６４及び７２に対する吸収性微粒子ポ
リマー材料６６及び７４並びに熱可塑性接着剤材料６８及び７６の接着性を向上させるた
めに、補助接着剤が、第１の吸収層６０及び第２の吸収層６２の各々の第１の基材６４及
び第２の基材７２上に付着されてもよい。補助接着剤はまた、吸収性粒子状ポリマー材料
６６及び７４を固定する助けともなり、上記に述べたものと同様の熱可塑性接着材料を含
むか、あるいは、Ｈ．Ｂ．Ｆｕｌｌｅｒ製（ミネソタ州セントポール）の製品番号ＨＬ－
１６２０－Ｂなどの噴霧可能なホットメルト接着剤が挙げられるがこれに限定されない他
の接着剤を含んでもよい。補助接着剤は、様々な方法により基材６４及び７２に適用され
得る。例えば、いくつかの実施形態において、補助接着剤は、約０．５～約２ｍｍ離間し
た、約０．５～約１ｍｍの幅のスロットに塗布されてもよい。
【００８５】
　図４に示される被覆層７０は、基材６４及び７２と同じ材料を含んでもよく、又は異な
る材料を含んでもよい。特定の実施形態において、被覆層７０の材料は、基材６４及び７
２のために有用であるものとして記載される上記の材料などの、不織布材料である。
【００８６】
　本開示の多くは、おむつの形態の吸収性物品との関連において提示されるが、生理用ナ
プキンなどのその他の吸収性物品もまた、本明細書において開示されるトップシート及び
関連部品と組み合わせ得ることが理解されるべきである。生理用ナプキンなどのような吸
収性物品は、着用者の股部にごく近接させて装着されるように設計されていてもよい。こ
のような吸収性物品は、流体獲得及び保持を可能である必要があり、審美的に心地よい外
観であり、加えて着用者にとって快適なものであり得る。生理用ナプキンの例は、米国特
許出願公開第２０１０／００３６３３９号、同第２０１０／００３６３４７号、及び同第
２０１０／００３６３４９号に提供され、この開示は本明細書において参照として組み込
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まれる。使用する際、生理用ナプキンは、様々な流体処理の要求によって負荷を受ける。
生理用ナプキンなどの吸収性物品の異なる位置における様々な流体処理の要求、吸収性物
品の部分と着用者の身体の部分との間の異なる物理的な相互作用、及び着用者の股部区域
の異なる場所における異なる水分及び化学環境を考慮すると、審美的に魅力的であり、着
用者にとって快適であるが、吸収性物品の性能を悪化させない吸収性物品に関して、継続
的かつ、まだ対処されていない要求がある。本明細書において記載されるトップシートで
作製された生理用ナプキンは、物品の身体に面する面に審美的に魅力的な表面をもたらす
一方で、獲得層の性能を極度に悪化させず、着用中の物品の快適性を維持する。
【００８７】
　本明細書に記載されている使い捨て吸収性物品（すなわち、おむつ、使い捨てパンツ、
成人失禁用品、生理ナプキン、パンティライナー等）の構成要素は、２００７年９月２０
日に公開されたＨｉｒｄらの米国特許出願公開第２００７／０２１９５２１Ａ１号、２０
１１年６月１６日に公開されたＨｉｒｄらの米国特許出願公開第２０１１／０１３９６５
８Ａ１号、２０１１年６月１６日に公開されたＨｉｒｄらの米国特許出願公開第２０１１
／０１３９６５７Ａ１号、２０１年６月２３日に公開されたＨｉｒｄらの米国特許出願公
開第２０１１／０１５２８１２Ａ１号、２０１１年６月１６日に公開されたＨｉｒｄらの
米国特許出願公開第２０１１／０１３９６６２Ａ１号、及び２０１１年６月１６日に公開
されたＨｉｒｄらの米国特許出願公開第２０１１／０１３９６５９Ａ１号に記載されてい
るバイオソース内容物で少なくとも部分的に構成することができる。これらの構成要素と
しては、トップシート不織布、バックシートフィルム、バックシート不織布、サイドパネ
ル不織布、バリアレッグカフ不織布、スーパー吸収体、不織布獲得層、コアラップ不織布
、接着剤、締結具フック、締結具ランディングゾーン不織布、及びフィルムベースが挙げ
られるが、これらに限定されない。
【００８８】
　少なくとも１つの実施形態では、使い捨て吸収性物品構成要素は、ＡＳＴＭ　Ｄ６８６
６－１０、方法Ｂを使用して、約１０％～約１００％の生物系含有量値を含み、別の実施
形態では、ＡＳＴＭ　Ｄ６８６６－１０、方法Ｂを使用して、約２５％～約７５％、そし
て更に別の実施形態では、約５０％～約６０％を含む。
【００８９】
　任意の使い捨て吸収性物品構成要素のバイオベース含有量を決定するためにＡＳＴＭ　
Ｄ６８６６－１０の方法を適用するためには、使い捨て吸収性物品構成要素の代表的なサ
ンプルを試験用に入手する必要がある。少なくとも一実施形態では、使い捨て吸収性物品
構成要素を、既知の磨砕方法（例えば、Ｗｉｌｅｙ（登録商標）ミル）を用いて約２０メ
ッシュ未満の粒子に磨砕し、ランダムに混合した粒子から好適な質量の代表的なサンプル
を採取することができる。
【００９０】
　締結用構成要素
　上記のように、使い捨て物品は、締結具４６を含む。締結具４６は、締結領域の外側端
部に及びその外側端部に近接して配置された締結具を含む締結領域を有し得る。１つの例
において、締結具は、面締結具式締結装置のフック構成要素を構成するフック材料の断片
であり得る。この例において、前側腰部領域の衣類に面する表面は、横方向に延びたラン
ディング区域を有し得、このランディング区域は、フックアンドループ式締結システムの
協働するループ構成要素を構成するループ材料のパッチ又はストリップが付いている。他
の例には、締結をもたらすよう適合されたその他の任意の協働係合及び受容表面又は構成
要素が含まれ得、このそれぞれの構成要素は、締結区域若しくはランディング区域上、又
は吸収性物品が着用者に装着される際に、おむつなどの吸収性物品の腰部開口部のサイズ
の調節機能及び快適性を提供しさえすれば、所望の吸収性物品の別の場所に配置され得る
。本明細書で使用するための好適な締結システムの構成要素、その製造方法及びその使用
に適した材料は、米国特許公開第２０１０／０２８０４８４（Ａ１）号、米国特許第８２
２６６２６号、同第８１６８８５３号、及び同第８１９３４０７号に概ね記載されている
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。弾性／伸縮性部材（耳部タブ）を形成するのに好適であり得る伸縮性積層体の例が、国
際公開第０５／１１０７３１号、米国特許公開第２００４／０１８１２００号、及び同第
２００４／０１９３１３３号に記載されている。
【００９１】
　図６Ａを参照して、締結具４６は、おむつ１０に固定可能であり、おむつ１０の本体部
分１２の外側表面１４６上に位置決めされる。かかる位置決めは、本体部分に直接であっ
てもよく、又は第２端部領域に配置されたランディング部材と係合するように、各長手方
向縁部に１つずつ隣接している、第１端部領域のパネル（耳部タブ）上であってもよい。
締結具４６は、本体部分１２に固定され、一実施形態では、４０ｍｍ～６０ｍｍ、好まし
くは４５ｍｍ～５５ｍｍ、より好ましくは４６、４８、又は５０ｍｍの長さ（すなわち、
横方向）を有する。ある実施形態では、締結具４６は、２０～４０ｍｍ、好ましくは２５
ｍｍ～３５ｍｍ、より好ましくは２８、３０、又は３２ｍｍの幅（すなわち、長手方向）
を有する。
【００９２】
　図６Ａ、６Ｂ、６Ｃ及び６Ｄを参照して、締結具４６は好ましくは剥離テープを含まな
くてもよく、おむつ１０に取り付け可能（取り付けられた状態が示されている）な固定部
分６６と、固定部分６６に接合されかつ固定部分６６に連続している連結部分６８と、固
定部分６６と連結部分６８との間に配置された折り目７０とを含む。一部の実施形態では
、折り目７０と本体１２の外側縁部が締結具４６と重なるところに形成された線との間の
距離は、３ｍｍ以下、好ましくは２ｍｍ以下、より好ましくは１ｍｍ以下であり得る。別
の実施形態では、折り目７０は、図６Ｄに図示されるように、本体１２の外側縁部が締結
具４６と重なるところに形成される線と共通であり得る。連結部分６８は末端縁部７２を
含む。連結部分６８はまた、締結面７６と、締結面７６の反対側に設けられた結合面７８
とを有する締結部材７４を含み、締結面７６は、おむつ１０の一部に剥離可能に締結し、
特定の実施形態では、図６Ｂに図示されるように、おむつ１０のランディング部材、及び
（所望により）締結具に隣接して物品上に配置された起毛不織布層９０にもまた剥離可能
に締結する。連結部分６８及び固定部分６６それぞれはまた単独に、締結部材７４の結合
面７８に取り付けられた裏材８０を含み得る。
【００９３】
　締結具４６の連結部分６８はまた、把持スペース８２を含み、この把持スペース８２は
、接着剤又は他の締結具取り付け手段を実質的に含まず、締結具部材７４及び遠位縁部７
２に隣接して配置され、それらの間に配置され得る。おむつ１０が着用者に着用され取り
付けられるときに、把持スペース８２は、ユーザが締結具を把持するのを容易にし得る。
一部の実施形態では、把持スペースは、接着剤及び他の締結具取り付け手段を実質的に含
まない、又は含まない。
【００９４】
　図６Ａに図示されるように、締結部材７４は、締結表面７６から外側に延びる複数の係
合要素８４を含み得る。図に示されるように、各係合要素８４は、一方の端部を締結面７
６によって支持された柄部８６と、締結面７６と反対側の柄部８６端部に配置されたヘッ
ド８８とを含む。ある実施形態では、複数の係合要素は、長方形形状のパッチ内に取り付
けられる。
【００９５】
　連結部分６８は、接着剤を含まない領域１１０を含み得る。接着剤を含まない領域は、
折り目７０から締結部材７４の内側縁部まで延び得、及び８ｍｍ以下、好ましくは６ｍｍ
以下、より好ましくは４ｍｍ以下、更により好ましくは２ｍｍ以下の幅１１２を有する。
一部の実施形態では、接着剤を含まない領域は、締結手段９４の外側縁部から締結部材７
４の内側縁部まで延び得る。
【００９６】
　図６Ｂは、例えば、おむつ着用者による物品の使用前の「閉」位置の、図６Ａの締結具
の断面図である。図６Ｂでは、連結部分６８は、おむつ１０の一部分上に折り目７０に沿
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って折り畳まれ、締結部材７４がおむつ１０に対して剥離可能に締結されるのを可能にす
る。図６Ｂに図示されるように、所望により、その上に連結部分６８が折り畳まれるおむ
つ１０の一部分は、起毛不織布層９０を含む。一部の実施形態では、締結部材７４は、ト
ップシート、耳部（存在する場合）、又はおむつの横方向縁部上に配置された任意の他の
不織布に剥離可能に締結する。起毛不織布層９０は、締結部材７４の係合要素８４と相補
的に係合することが可能である。使用準備ができたとき、締結部材７４は、起毛不織布層
９０又は剥離可能に締結された他の材料と係合離脱し得る。折り畳まれるとき、締結具４
６は耳部タブと追加的脆弱な結合を有し得る。この追加的結合は、接着剤ドットなどの少
量の接着剤を、締結具４６上に（締結具４６上に直接的に、又は締結部材７４上のフック
（存在する場合）上に）配置することにより、達成され得る。
【００９７】
　図６Ｃは、図６Ａ及び６Ｂに示される締結具の平面図である。ただし図６Ｃの締結具４
６は、（図６Ａでそうであるように）「開」位置で示されている。固定部分６６は、重な
り合う本体部分１２の下にあり、この２つを互いに接続するものは、締結具取り付け手段
９４であり、好ましくは接着剤である。
【００９８】
　図６Ａ及び６Ｂを引き続き参照して、締結具４６の固定部分６６は、製造者側の端部（
すなわち、おむつ１０の製造時に作製された、おむつ１０に対する締結具４６の取り付け
部）にするために、本体部分１２の外側表面に固定される。連結部分６８は、着用者にお
むつ１０を固定するときは、ユーザによってランディング部材に剥離可能に締結可能な、
締結具４６の部分であり、製造、輸送及び使用前の保管時には、起毛不織布層９０に又は
上記のような他の材料と剥離可能に締結可能である、締結具４６の部分である。したがっ
て、連結部分６８は、使用者によって締結具４６が閉位置から開かれ、ランディング部材
に固定され、着用者におむつ１０が固定されるように操作されるときに、使用者側の端部
を形成する。更に、固定部分６６の外側表面と連結部分６８の外側表面は、締結具４６の
裏材８０を形成する。
【００９９】
　固定部分６６及び連結部分６８はそれぞれ、接合領域において合流し、本体部分１２の
長手方向縁部４０に隣接して接合される別個のテープであってもよい。しかしながら、締
結具４６のより実用的な構造体は、連結部分６８及び固定部分６６が一体的なテープ材料
のストリップである。
【０１００】
　図６Ａ及び６Ｂは、締結具４６を本体部分１２に固定するための締結具取り付け手段９
４を更に示している。これらの締結具取り付け手段９４は、例えば熱接着、圧力接着、超
音波接着、動的機械的接着、又は当該技術分野において当業者には周知の他の任意の適し
た取り付け手段若しくはこれらの取り付け手段の組み合わせ等、適切な接着を提供するこ
とが可能な取り付け手段の内の任意のものである。締結具取り付け手段９４にはおむつの
他の部分との適切な結合を提供することが可能な任意の接着剤が含まれ得、具体的な一実
施形態では、Ｔｈｅ　３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｓｔ．Ｐａｕｌ、Ｍｉｎｎｅｓｏｔａ）か
ら販売されるコード番号ＸＰＦ　１．４２．３４などの感圧性接着剤であり得る。感圧接
着剤ではない接着剤の使用も更に想到される。一実施形態では、締結具取り付け手段は超
音波接着である。超音波接着に適した方法は、シェーファー（Schaefer）による米国特許
第４，４３０，１４８号及びウィルハイト，Ｊｒ．（Ｗｉｌｌｈｉｔｅ，Ｊｒ）等による
米国特許第４，８２３，７８３号に述べられている。超音波接着に適した装置は、コネチ
カット州ダンベリー所在のブランソン・ウルトラソニックス社（Branson Ultrasonics Co
rporation）より入手可能である。高圧接着又は超音波接着によって、特に締結具が物品
上の不織布層（例えば、スパンボンド－メルトブロー－スパンボンド（ＳＭＳ）繊維）に
取り付けられる場合に、物品に締結具を適切に固定できることが分かっている。
【０１０１】
　一部の実施形態では、締結具取り付け手段９４は、図６Ｃに図示され、オフセット１０
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０ａ、１００ｂ、１００ｃ、及び１００ｄで表示されるような、本体部分１２と重なり合
う固定部分の各縁部（折り目７０によって形成された縁部を含む）からオフセットして締
結具の固定部分に塗布される接着剤である。図６Ｄで図示されるようなある実施形態では
、接着剤は、図６Ｃでオフセット１００ｂ及び１００ｄ（すなわち１００ａ及び１００ｃ
は０まで削減されている）によって表示され図示されるように、折り目によって形成され
た縁部を含む、固定部分の各横方向縁部からオフセットするように締結具の固定部分に塗
布される。
【０１０２】
　一部の実施形態では、締結具と物品とが互いに機械的に結合される前に、接着剤であり
得る取り付け手段は、一旦物品に取り付けられて物品の本体部分と重なり合うであろう締
結具の固定部分の表面の１５％～９０％を被覆し、好ましくは３５％～９０％、より好ま
しくは６５％～８５％を被覆する。更に他の実施形態では、締結具及び物品が機械的に互
いに結合された後では、接着剤であり得る取り付け手段は、一旦物品に取り付けられて物
品の本体部分と重なり合うであろう締結具の固定部分の表面の２０％～９５％を被覆し、
好ましくは４０％～９５％、より好ましくは７０％～９０％を被覆する。
【０１０３】
　一部の実施形態では、接着剤であり得る取り付け手段９４は、図６Ｃに図示されるよう
な長方形形状のパッチ内に塗布され得る。パッチは、（ａ）締結具の前縁部（ＭＤ）、（
ｂ）締結具の後縁部（ＭＤ）、（ｃ）締結具の内側縁部（ＣＤ）、及び（ｄ）折り目７０
のうちの１つ以上に実質的に平行である縁部を有し得る。
【０１０４】
　一部の実施形態では、接着剤は、パッチ内に塗布され得、及び締結具の前縁部（ＭＤ）
に近接する接着剤パッチの部分は、実質的に直線の縁部を有し、これは締結具の前縁部（
ＭＤ）に実質的に平行である。接着剤パッチの実質的に直線の縁部は、締結具の前縁部（
ＭＤ）から０．１ｍｍ～８ｍｍ、好ましくは０．２５ｍｍ～６ｍｍ、より好ましくは０．
５～２ｍｍでオフセットし得る。接着剤のパッチの実質的に直線の縁部は、締結具の前縁
部（ＭＤ）から８ｍｍ以下、好ましくは６ｍｍ以下、より好ましくは２ｍｍ以下でオフセ
ットし得る。別の実施形態では、接着剤のパッチの実質的に直線の縁部は、締結具の前縁
部（ＭＤ）からオフセットしていない。
【０１０５】
　一部の実施形態では、接着剤は、パッチ内に塗布され得、及び締結具の後縁部（ＭＤ）
に近接する接着剤パッチの部分は、実質的に直線の縁部を有し、これは締結具の後縁部（
ＭＤ）に実質的に平行である。接着剤のパッチの実質的に直線の縁部は、締結具の後縁部
（ＭＤ）から０．１ｍｍ～８ｍｍ、好ましくは０．２５ｍｍ～６ｍｍ、より好ましくは０
．５～２ｍｍでオフセットし得る。接着剤のパッチの実質的に直線の縁部は、締結具の後
縁部（ＭＤ）から８ｍｍ以下、好ましくは６ｍｍ以下、より好ましくは２ｍｍ以下でオフ
セットし得る。別の実施形態では、接着剤のパッチの実質的に直線の縁部は、締結具の後
縁部（ＭＤ）からオフセットしていない。
【０１０６】
　一部の実施形態では、接着剤は、パッチ内に塗布され得、及び締結具の折り目に近接す
る接着剤パッチの部分は、実質的に直線の縁部を有し、これは締結具の前縁部（ＭＤ）に
実質的に垂直である。接着剤のパッチの実質的に直線の縁部は、折り目から０．１ｍｍ～
４ｍｍ、好ましくは０．２５ｍｍ～２ｍｍ、より好ましくは０．５～１ｍｍでオフセット
してもよい。接着剤のパッチの実質的に直線の縁部は、折り目から４ｍｍ以下、好ましく
は２ｍｍ以下、より好ましくは１ｍｍ以下でオフセットしてもよい。
【０１０７】
　一部の実施形態では、接着剤は、パッチ内に塗布され得、及び締結具の固定部分の内側
縁部に隣接する接着剤のパッチの部分は、実質的に直線の縁部を有し、これは締結具の前
縁部（ＭＤ）に実質的に垂直である。接着剤のパッチの実質的に直線の縁部は、固定部分
の内側縁部から０．１ｍｍ～４ｍｍ、好ましくは０．２５ｍｍ～２ｍｍ、より好ましくは
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０．５～１ｍｍでオフセットしてもよい。接着剤のパッチの実質的に直線の縁部は、固定
部分の内側縁部から４ｍｍ以下、好ましくは２ｍｍ以下、より好ましくは１ｍｍ以下でオ
フセットしてもよい。
【０１０８】
　一部の実施形態では、締結具取り付け手段９４は、適当な結合を提供する少なくとも２
つの手段の組み合わせである。例えば、接着剤は、最初の結合を形成するように塗布され
得、及び次に、機械的結合が同じ領域にわたって形成され得る。一部の実施形態では、接
着剤は、締結具が加工ラインに導入される前の固定部分に塗布され、ここで用語「の前の
」は、締結具が加工ラインに提供される前の任意の時点を含み、例えば、締結テープは、
締結テープが最終的には取り付けられるであろう吸収性物品の組み立てとは独立して、製
造される。一部の実施形態では、接着剤は、加工プロセス中にオンラインで塗布され（例
えば、締結テープがかかる接着剤を実施的に含まない状態で加工ラインに供給され、接着
剤は加工ライン上で塗布される）、次に「その時点で接着剤を担持する締結具」は、他の
おむつ構成要素に取り付けられる。締結具の固定部分が物品に取り付けられる前に、接着
剤は本体部分に塗布され得、又は本体部分に取り付けられる前に、接着剤は締結具の固定
部分に取り付けられることが想到される。
【０１０９】
　上記に図示及び説明したように、固定部分６６の内側面は、締結具取り付け手段９４に
よって本体部分１２の外側面に固着される。連結部分６８には別の締結具取り付け手段９
４によって結合された締結部材７４が設けられるが、締結部材７４上に接着取り付け手段
を別途配置し、合わされた材料を連結部分６８に接合してもよい。
【０１１０】
　締結具のための材料は、Ｔｈｅ　３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｓｔ．Ｐａｕｌ、Ｍｉｎｎｅ
ｓｏｔａ）からの商標名ＣＦＴ－００１０４のテープコード番号ＸＰＦ　１４．４３．０
、Ｙ－９３７６、又はＹ－９０３０などのテープ材料を含み得る。本明細書で開示される
様々な実施形態におけるテープ材料は、締結具取り付け手段を有するポリエチレンフィル
ムであり、締結具取り付け手段はテープ材料上に配置されたポリエチレンに接着されるよ
うに構成されている。
【０１１１】
　締結具４６の締結部材７４は、締結具４６及びランディング部材の間の密閉部を形成す
る。より具体的には、一実施形態においては、締結部材７４の係合要素８４は、ランディ
ング部材の相補的な締結面と係合することによって、第１の端部領域と第２の端部領域と
を重なり合った形態に維持して、確実な側部密閉部を提供する。以下に詳述するように、
締結面７６は、ボタン、スナップ、フック締結材料、又はループ締結材料などの密閉部を
もたらす既知の任意の手段を含み得る。しかしながら、特定の一実施形態では、締結面７
６は、ループ締結材料を含む。本明細書で用いる「フック締結材料」という用語は、係合
要素８４を有する材料を指して用いる。フック締結材料は、雄締結具とも呼ばれる。「フ
ック」という用語の使用はまた、係合要素８４が、例えばランディング部材の相補的な締
結面７６と係合するように構成されている限り、当該技術分野で知られるような任意の形
状を含み得る点で非限定的である点も理解されなければならない。フック締結材料は、ル
ープ締結材料の繊維状要素と係合することによって確実な締結システムを提供することを
目的とする。したがって、フック締結材料は、広範な材料から製造することができる。好
適な材料としては、ナイロン、ポリエステル、ポリプロピレン、又はこれらの材料の任意
の組み合わせが挙げられる。好適なフック締結材料としては、Ｔｈｅ　３Ｍ　Ｃｏｍｐａ
ｎｙ（Ｓｔ．Ｐａｕｌ、Ｍｉｎｎｅｓｏｔａ）から入手可能な「スコッチメイト（Scotch
mate）」銘柄のＮｏ．ＦＪ３４０２と称される市販の材料など、織布裏材から突出した多
くの成形係合要素８４が挙げられる。あるいは、係合要素は、フック、Ｔ字、又は当該技
術分野において周知の任意の他の形状等、いずれの形状を有してもよい。好適なフック締
結材料が、Ｓｃｒｉｐｐｓによる米国特許第４，８４６，８１５号に述べられている。
【０１１２】
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　上記のように締結部材は、締結面から外側に延びる複数の係合要素を含み得る。一部の
実施形態では、複数の係合要素はパッチ内に適用される。一部の実施形態では、締結具の
折り目に近接する係合要素パッチの部分は、実質的に直線の縁部を有し、これは締結具の
前縁部（ＭＤ）に対して実質的に垂直であり、実質的に直線の縁部から折り目までの横方
向距離は８ｍｍ以下、好ましくは６ｍｍ以下、より好ましくは４ｍｍ以下、より好ましく
は２ｍｍ以下である。一部の実施形態では、係合要素パッチの機械方向寸法及び係合要素
パッチの横方向寸法の比は、少なくとも１．８：１、好ましくは少なくとも２：１、より
好ましくは少なくとも２．２：１である。
【０１１３】
　一部の実施形態では、係合要素パッチの機械方向長さ及び実質的に直線の縁部から折り
目までの横方向距離の比は、少なくとも４：１、好ましくは５：１、より好ましくは８：
１である。
【０１１４】
　締結部材７４は、締結具４６に固定及び関連付けられた別個の部材、又は締結具４６と
一体化部材とすることができる。締結部材７４は連結部分６８に直接取り付けてもよく、
又は締結部材７４を中間部材に取り付け、この中間部材を連結部分６８に取り付けること
などによって、連結部分６８に間接的に取り付けてもよい。一実施形態では、図６Ａ及び
６Ｂに図示されるように、締結部材７４は、締結具取り付け手段９４によって締結具４６
の連結部分６８に直接固定される。締結具４６は、長手方向縁部に隣接する第１端部領域
のパネル（耳部タブとも呼ばれる）に配置され得る。一部の実施形態では、締結部材７４
は、締結具４６の遠位縁部７２に隣接する連結部分６８の第１領域（又は部分）に配置さ
れ得る。
【０１１５】
　一部の実施形態では、締結具は、上記の接着剤及び複数の係合部材の両方を含み得る。
かかる実施形態では、締結具は、機械方向（ＭＤ）で測定された、約０．３Ｎ／ｍｍ以上
、好ましくは約０．４Ｎ／ｍｍ以上、より好ましくは約０．５Ｎ／ｍｍ以上の曲げ剛性を
有し得る。かかる実施形態では、締結具は更に又は代替的に、機械方向（ＭＤ）で測定さ
れた、約０．０２Ｎ／ｍｍ以上、好ましくは約０．０２５Ｎ／ｍｍ以上、より好ましくは
約０．０３Ｎ／ｍｍ以上の引張り強度を有する。更にかかる実施形態では、締結具は更に
又は代替的に、横方向（ＣＤ）で測定された、約０．０３Ｎ／ｍｍ以上、好ましくは約０
．０３５Ｎ／ｍｍ以上、より好ましくは約０．０４Ｎ／ｍｍ以上の引張り強度を有する。
【０１１６】
　ある実施形態では、インクベースのグラフィックが、締結具の可視的に露出する表面に
適用され、好ましくはグラフィックは締結することをユーザ又は介助者に伝え、より好ま
しくはグラフィックはボタンである。
【０１１７】
　ランディング部材（存在する場合）は、それ自体と締結具４６とを互いに固定する手段
を提供することによって、確実な側部を提供し、第１端部領域と第２端部領域とを重なり
合った形態に維持する。ランディング部材は、締結具４６を係合して側部閉鎖部を提供す
る限り、おむつ１０のいかなる場所に配置されてもよい。例えば、ランディング部材は、
第２端部領域の外側表面上に、又は締結具４６を係合するために配置された、おむつ１０
の任意の他の部分に配置され得る。更に、ランディング部材は、分割されたり不連続であ
ったりしない、トップシート又はバックシートなどのおむつ１０の要素と一体の材料片で
あり得る。
【０１１８】
　引張り強度試験方法
　本発明の締結テープは、標準ＡＳＴＭ　Ｄ６３８法を基準にし、少なくとも５０Ｈｚデ
ータ獲得率の引張り試験機を使用して、３０ｍｍ／秒のクロスヘッド速度で、本発明が開
示する方法により、引張り強度が測定され得る。以下に記載の、サンプルの装置内への定
置が、図７に図示される。
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【０１１９】
　サンプル準備
　１．剥離テープ（存在する場合）を貫通して切断しないように注意しながら、後側耳部
から締結テープを切断する。後側耳部積層体の一部は、テープにくっついたままであり得
る。
【０１２０】
　サンプルの試験装置への装填：
　１．クランプを開く。
　２．後側耳部（又は等価物）に結合されたテープの部分を下側クランプ内に挿入し、結
合領域の約半分がクランプ内にあるようにする。フック（存在する場合）は操作者に向い
ているべきである。
　３．サンプルがクランプと平行になっていることを確認し、必要に応じて調節しながら
、下側クランプを閉める（図７を参照）。
　４．製造業者の説明書に記載のとおり、引張り試験機とデータ収集装置を同時に始動す
る。いかなる試験前歪みも無視する。
【０１２１】
　測定
　１．試験機は、全ての試料が失敗する（破断する）まで操作される。操作者は、全ての
試料が失敗するまで試験機が動作していることを確認しなければならない。全ての試料が
失敗する前に試験が終了する場合又は全ての試料が失敗した後も動作し続ける場合、それ
に応じて破断感受性は調整されるべきであり、及び不完全な試験結果は無視される。
　２．操作者は、試験中、滑りをチェックするために試料を観察するべきである。ジョー
内の試料の滑りは、伸長に関する間違った値につながり得る。試験中に滑りが観察される
場合、ジョーの空気圧は徐々に増加されるべきであり、滑りが起こらなくなるまで新しい
試料によって繰り返し試験されるべきであり、失敗した試験結果は無視されるべきである
。もしサンプルがジョー又はバーラインにおいて失敗する場合、次に別のサンプルが試験
されるべきであり、失敗した試験の結果は廃棄されるべきである。
【０１２２】
　曲げ剛性試験方法
　標準ＡＳＴＭ　Ｄ７９０法に従って、５００ｍｍ／分のクロスヘッド速度で、少なくと
も４００Ｈｚデータ獲得率で引張り試験機を使用して、本発明の締結テープの曲げ剛性が
測定され得る。フック（存在する場合）は、残りの締結テープを損傷することなく、試験
前に取り除かれなければならない。これは、アイススプレーを使用することにより、又は
他の従来の手段により達成される。
【実施例】
【０１２３】
　以下の実施例は、本開示を理解するのに有益であろう。
【０１２４】
　表１及び２に示されたデータは、以下に記載の締結テープを含む締結システムの特定の
物理特性の測定結果を示す。更に、特定の締結システムを含む吸収性物品の潜在的顧客と
の限られた実験的試験の結果を示す。サンプルは、従来技術による締結システム、比較用
の締結システム、及び本発明による締結システムを含む。
【０１２５】
　引張り強度（機械方向（ＭＤ）及び横方向（ＣＤ）の両方における）が、上記の試験方
法によって測定された。以下に記載の手順により、サンプルを一般的に評価するために、
潜在的顧客に対する限られた実験的試験が行われた（例えば、本発明によるサンプル対従
来技術及び／又はサンプル同士）。
【０１２６】
　フィット性に関する調査は、各調査に少なくとも２０人の官能試験員により行われ、各
官能試験員は、吸収性物品の潜在的顧客である母親である。官能試験員は、自分の乳児に
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各締結具を有するおむつを適用するように指示を与えられる。おむつは９０分間着用され
る。この時間の後、各官能試験員は、感知されたおむつのフィット性を評価し、及び位置
計測に基づいておむつの滑りを計測する。各乳児は、調査中試験される各締結具の少なく
とも１つのおむつを着用する。結果は分析され、差異は統計評価される。これら官能試験
員によって評価される顧客許容は、所定の製品が参照製品よりも劣悪ではない確率に基づ
いて判定され、これは＜ｐ＞値によって計測される。サンプルが参照サンプルと差異がな
い確率が、０．２超の場合、製品は同様の性能を示した、すなわち、統計的差異はないと
結論付けられる。かかる確率が０．０５未満であるが、０．０１超である場合、製品は参
照製品ほど良好ではないが、十分に許容できると結論付けられる。かかる確率が、０．０
１未満である場合、製品は、参照製品も使用したことがある潜在的顧客にとって許容限度
未満であると結論付けられる。かかる確率が、０．２～０．０５の間である場合、追加の
評価が必要であり得る。
【０１２７】
　サンプルＡは、従来技術による締結テープを有し、剥離タブを含む締結システムである
。サンプルＢは、比較例サンプルである締結テープを有し、剥離テープを含まない締結シ
ステムである。サンプルＣは、本発明による締結テープを有し、剥離テープを含まない締
結システムである。サンプルＤは、本発明による締結テープを有し、剥離テープを含まな
い締結システムである。
【０１２８】
　サンプルＡは、おむつ加工ライン上でおむつの伸縮性耳部に市販の締結テープを適用す
ることにより作製された。このテープは横４６ｍｍ×縦２６ｍｍの長さのテープである（
商標ＣＦＴ－００１０４及び関連する商標で３Ｍ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから入手可能
）。このテープは、ポリフィルムへと積層された不織布押出成形体から構成され、感圧接
着剤を含む。接着剤付着に加えて、テープ－耳部結合は、機械的結合によって増強される
。サンプルＡ締結具は、剥離テープの接着剤面がおむつの耳部と締結テープの両方に重な
り合う状態で適用された剥離テープを更に含む。この剥離テープはまた、３Ｍ　Ｃｏｒｐ
ｏｒａｔｉｏｎから商標名ＥＲＴ－１０７５及び関連する商標名で入手可能である。サン
プルＡはまた、全２６ｍｍのテープの長手方向長さに延びる１３ｍｍ幅のフック部分を含
んだ。このフックは、フック基材の下面上に感圧接着剤によってテープに接着された。サ
ンプルＢは、サンプルＡと同じ３Ｍ締結テープを伴って作製され、ただし剥離テープは含
まなかった。これはまた、１３ｍｍ幅のフック部分を含む。
【０１２９】
　サンプルＣ及びＤは、市販で入手可能なホットメルト接着剤を、伸縮性耳部の外側長手
方向縁部上の長方形領域内に塗布することにより作製された。次に接着剤を含まない締結
テープを、この領域と接触させることにより、テープを耳部縁部に接着させた。これは、
テープが取り付けられた後に、接着剤が全く露出しないような方法で行われた。テープは
、長手方向長さ３０ｍｍ×幅４６ｍｍであり、３０ｇｓｍの高分子層に５０ｇｓｍの不織
布押出成形品を積層したものから構成された。フック適用は、サンプルＡ及びＢと同様で
あった。サンプルＣ及びＤは剥離テープを含まなかった。
【０１３０】
【表１】

　＊潜在的顧客による評価
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　＊＊ｐ＝０．０１は、９９％確信レベルで著しく低い結果を指す。
【０１３１】
　サンプルＡ及びサンプルＢの締結テープを含むおむつが潜在的顧客に提供された。＜ｐ
＞値で証明されるように、サンプルＢ締結テープを含むおむつに関して、著しく低い許容
スコアが記録された。データは、その他の点で同様な締結テープを含むおむつが提供され
るとき、潜在的顧客は、剥離テープを有するものを好んだことを示す。上述のように、剥
離テープを締結システムから単に取り除くことは、望ましくない影響を引き起こすと考え
られている。他で補わなければ、これら望ましくない影響は、締結システムを含む全体的
な吸収性物品の潜在的顧客の許容を減じる。
【０１３２】
【表２】

　＊潜在的顧客による評価
　＊＊ｐ＝０．０５は、９５％確信レベルで著しく低い結果を指す。
【０１３３】
　サンプルＡ、サンプルＣ、及びサンプルＤの締結テープを含むおむつが潜在的顧客に提
供された。＜ｐ＞値で証明されるように、サンプルＣ締結テープを含むおむつに関して、
著しく低い許容スコアが記録されたが、サンプルＤ締結テープに関しては、著しく低い許
容スコアは記録されなかった。データは、剥離テープを含まない締結テープを含むおむつ
が提供された場合、潜在的な顧客は、剥離テープを取り除くことにより引き起こされる望
ましくない影響のいくつかを補償するものよりも、剥離テープを含むものをより好むこと
を示すが、後者は許容可能である（ただ許容可能なだけでない）ことも更に見出されるこ
とに留意すべきである。剥離テープを含まない締結テープを含むおむつが提供されるとき
に、潜在的顧客は、剥離テープを取り除くことによって引き起こされる望ましくない影響
の多くを補ったものに比べて、剥離テープを含むものに対して、顧客の好みにわずかな違
いを表した。したがって、剥離テープが存在しない状態では、補償因子は、後耳部に対す
るフックの位置、締結テープの強度、及び締結テープの曲げ抵抗（曲げ剛性）を修正する
ものであることを実証している。理論に束縛されるものではないが、これらの因子のそれ
ぞれを改善することは、それぞれ独立で、及び１つ以上の因子同士との組み合わせても、
剥離テープが存在しない状態でのフィット性利益及び／又はコスト利益を提供すると考え
られる。
【０１３４】
　本明細書に開示した寸法及び値は、記載された正確な数値に厳密に限定されるものと理
解されるべきではない。むしろ、特に断らない限り、そのような寸法のそれぞれは、記載
された値及びその値の周辺の機能的に同等の範囲の両方を意味するものとする。例えば、
「４０ｍｍ」として開示される寸法は、「約４０ｍｍ」を意味することを意図する。
【０１３５】
　任意の相互参照又は関連特許若しくは関連出願を含む本明細書に引用される文献は全て
、明らかに除外されるか又は別の方法で限定されない限り、それらの全容を本明細書に参
照によって援用する。いずれの文献の引用も、こうした文献が本明細書で開示又は特許請
求される全ての発明に対する先行技術であることを容認するものではなく、あるいは、こ
うした文献が、単独で、又は他の全ての参照文献との任意の組み合わせにおいて、こうし
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た発明のいずれかを教示、示唆又は開示していることを容認するものでもない。更に、本
文書内の用語のいずれかの意味又は定義が、参照によって援用される文書内の同じ用語の
いずれかの意味又は定義と矛盾する場合、本文書においてその用語に付与される意味又は
定義が優先するものとする。
【０１３６】
　本発明の特定の実施形態が例示され記載されてきたが、本発明の趣旨及び範囲から逸脱
することなく他の様々な変更及び修正を実施できることが、当業者には自明であろう。し
たがって、本発明の範囲内にあるそのような全ての変更及び修正を添付の特許請求の範囲
で扱うものとする。

【図１】 【図２】
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【図３】

【図４】

【図５Ａ】

【図５Ｂ】

【図６Ａ】

【図６Ｂ】

【図６Ｃ】 【図６Ｄ】
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